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介護サービス相談員活動の在り方 及び                

新たな活動手法 に関する調査研究 

Ⅰ 調査研究の目的 

〇 介護保険施設等での介護サービス相談員の活動は、新型コロナウイルス感染症の

流行により、長期間にわたり大きな制約を受けている。 

エヌ･ティ・ティ・データ経営研究所が令和 3 年度老健事業として行なった調査で

は、介護保険施設等の 94.8%が「対面での面会制限」を行っているとの実態が明ら

かとなっている。 

令和４年度に関しては、4 月以降、しばらく感染症者の増加が抑えられている状

況が続き、意向調査の結果、受入再開意向を示した施設等と介護サービス相談員訪

問の日程調整を行い、いざ活動再開というタイミングで第７波（８月～９月頃）が、

また、再調整を図った段階で第８波（１１月～１月）があり、再開してもすぐまた

休止となる状況が、夏以降続いた。 

  令和５年に関しては、５月からは感染症法上の分類が２類から５類に移行する状

況下で、事業実施市町村においても、新たな相談員養成など、活動再開に向けた動

きが出始めている。いわゆる訪問による相談・場面観察以外の相談活動として、要

介護認定を受けた方への電話による相談活動などを行っているところもある。 

〇 介護サービス相談員派遣等事業は、地域支援事業「その他」メニューのため、事

業実施自治体の担当者が実施要項の範囲で事業実施しており、事業の「ふり幅」と

して極小化、硬直化(事業の対象が「介護」に限定）し、市町村の権利擁護支援部門、

中核機関との連携が総じてまだ薄い状況である。 

〇 人口減少社会（少子化・高齢化の同時進行）のなかで地域の支え手が限られ、介

護分野のなかだけでも地域人材の取り合いが始まっており、障害種別を問わず本人

の意思決定支援を志向した仕組みを再構築する必要がある。 

〇 市町村事務局から「派遣先事業所より、介護人材として外国人労働者に入ってい

ただいており、介護サービス相談員の外国語リーフレットは無いか」等、問合せが

出始めている。 

〇 そこで本調査研究事業では、 

① 「介護サービス相談員活動が継続できる取組を進めている事例」の収集 

②  介護サービス相談員活動の在り方や新たな活動手法の検討 

③  介護サービス相談員について紹介する外国語リーフレット（ちらし）の作成 

を行うことを目的とした。 
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Ⅱ 実施の内容・経過 

➊ 介護サービス相談員について紹介する外国語リーフレット(ちらし)の作成 

 

（上記リーフレットの作成） ☛ 目的③に関する事項 
 

〇介護人材としての外国人労働者の方へ「介護サービス相談派遣等事業」についての周知、 

増加傾向にある外国人の介護サービス利用者にむけて、介護サービス相談員について紹介す

る英語版リーフレット(ちらし)を作成した。 

〇作成したリーフレットについては、参考資料として後掲した。 
 

 

➋ 調 査 

 

（活動調査） ☛ 目的①に関する事項 
 

〇令和５年度における介護サービス相談員派遣等事業の実施及び活動状況を全体的に把握す

るため、悉皆調査を行った。 

〇調査は 3年毎に実施し、今回は 8回目の調査。 

〇調査方法は、紙の調査票、インターネット上のWebアンケートの調査票からの選択で実施。 

〇調査対象は、介護サービス相談員派遣等事業実施の市町村事務局・介護サービス相談員・派

遣先事業所。265市町村・1,802相談員・2，889事業所の回答を得た。 

〇調査結果の概要については、参考資料として後掲した。 

 

（実態調査） ☛ 目的①に関する事項 
 

〇令和５年１２月時点における介護サービス相談員派遣等事業の基本項目（事業実施・休止等の状況、

介護サービス相談員数、派遣事業所数・名称等）に関する悉皆調査を行い、上記調査の補強を図った。 

〇調査結果の概要については、参考資料として後掲した。 

 

➌ 研 修 

 

（介護サービス相談員派遣等事業を実施する市町村事務局担当者への研修）  

☛ 目的①に関する事項 

〇市町村の事業担当者に対して本調査研究事業の趣旨を事前に説明し、また今年度から派遣

等事業の担当となった新任職員に対して同事業の趣旨をお伝えする機会として、事務局担当

者研修（２０２3年 9月 1日）を企画・開催した。 

〇当日の開催カリキュラムや参加者数等は、参考資料として後掲した。 
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➍ 横展開方策 

 

（「報告会」の開催） ☛ 目的①及び③に関する事項 
 

〇派遣等事業実施市町村へのインセンティブ及び未実施他市町村の横展開への波及効果を企

図した、「報告会（全国介護サービス相談・活動事例報告会）」（２０２3 年１２月 1 日）を開催し

た。 

〇報告会においては、東京大学大学院綜合文化研究科特任研究員 恩蔵絢子先生 に「脳科学

からみる認知症」と題し講義いただき、新たな認知症感を得る研修も兼ねた。 

〇また報告会の開催日程にあわせて、介護サービス相談員永年活動功労者の表彰を行った。 

〇当日のプログラム等については、参考資料として後掲した。 

 

➎ 研究会 

 

（介護サービス相談員活動の在り方 及び 新たな活動手法検討のための研究会）  

☛ 目的②及び③に関する事項 
 

〇上記➊～➍の取組を進めるため、「介護サービス相談員活動の在り方 及び 新たな活動手法

検討のための研究会」を設置・開催した。 

 

構成メンバー 

学識経験者  

 丹羽 雄哉 東北福祉大学 客員教授 ／元衆議院議員・厚生大臣 

 宮島 俊彦 兵庫県立大学 客員教授 ／元厚生労働省老健局長 

事業実施自治体  

 篠田 浩 岐阜県大垣市 社会福祉課 課長（社会福祉士) 

首長経験者  

 森 貞述 前愛知県高浜市市長 ／元介護相談・地域づくり連絡会代表 

受入事業所  

 川島 進 社会福祉法人永寿会 理事長・兼総合施設長（特養・グループホーム） 

弁護士  

 髙村 浩 髙村浩法律事務所 所長 ／個人情報保護委員会委員 

その他  

 鳥海 房枝 特定非営利活動法人メイアイヘルプユー事務局長 （第三者評価機関、保健師） 
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第１回 研究会 

日 時 令和 6年 3月 1日(金) 14：00～16：00 

場 所 アルカディア市ヶ谷（私学会館） ７階「雲取」 

内 容 座長挨拶 

令和 5年度事業報告・令和 6年度事業予定 

  介護サービス相談員研修 及び 活動の在り方 

  介護サービス相談員派遣等事業の今後の方向性について 

 

①今後の介護サービス相談員派遣等事業の方向性、②介護サービス相談員の活用や活動の

あり方、③こうした「方向性」や「活動のあり方」に対応した全国研修（養成・現任、事務局）のあ

り方について、事務局より論点提示を行い、委員間で意見交換を行った。 

 

◇意見交換が行われた議論の概要としては、 

① 2006 年地域支援事業「その他」事業としてメニュー化したことにより、事業の実施の在り

方がルーティン化。 

令和２年改正で相談員の活動範囲をサービス付き高齢者向け住宅等にも広がったが、コ

ロナ禍の経験も踏まえ、そもそも「訪問」中心の事業の実施のあり方を見直すべきではな

いのか。 

② 2011 年介護保険制度改正に伴う老人福祉法改正（第３２条の２「後見等に係る体制の整

備等」新設）、市民後見関連事業の推進により、市民参画による地域の権利擁護活動が 

多様化。 

そもそも②に係る検討は、介護サービス相談員をテーマとした老健事業（平成 22 年度）

による検討を出発点に展開されてきたものであり、上記①の見直しを機に、いまいちど介

護サービス相談員を含めた地域の権利擁護人材に関して、俯瞰した検討を行うべきでは

ないのか。 

③ 第二期成年後見制度利用促進基本計画の見直しのなかで、市民後見人の活躍促進策の

検討、意思決定サポーター（フォロワー）の育成などを行う「持続可能な権利擁護支援モデ

ル事業」なども行われている状況であり、この機を逃すと次に俯瞰的検討を行える機会は

なかなかやってこないのではないか。 

④ 市町村行政の現場では、国の各省から「地域（人材）」をあてにして事業化される各種｢サ

ポーター｣｢コーディネーター｣「チーム」に対する疲れが生じている状況がある。そもそも

日本全体が人口減少局面に入っているなかで、地域人材の枯渇化が甚だしい。あらたに

令和６年度からは「孤独・孤立サポーター（つながりサポーター）」養成が本格化する状況

もある。 

こうした状況のあおりを受けて、介護サービス相談員のなり手不足や高齢化が進行してお

り、派遣等事業単体での見直しでは効果は限定的であり、（介護サービス相談員に限らな

い）地域人材の有効活用の観点から検討を進める必要がある。 
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1. 介護サービス相談員活動調査 

Ⅰ 調査実施の概要 

１．調査の目的 

本調査は、2000 年度（平成 12 年度）から実施の介護サービス相談員派遣等事業の状況を全

体的に把握するとともに、事業の向上・推進の基礎的資料を得ることを目的として実施してい

ます。調査は３年ごとに実施され、今回は８回目の調査となります。 

 

２．調査主体 

特定非営利活動法人 地域共生政策自治体連携機構 介護サービス相談・地域づくり連絡会 

 

３．調査時期 

2023 年（令和 5 年）9 月～2024 年（令和 6 年）１月 

 

４．調査の対象と調査方法 

調査の対象は、市町村事務局、介護サービス相談員、介護サービス相談員派遣先事業所の調

査となっており、調査方法は紙の調査票、インターネット上の Web アンケートの調査票からの

選択で実施しました。 

 

５．回収数 

各調査の都道府県の回収状況は第Ⅰ－１－１表のとおりです。有効回収数は、事務局の回収

は 265 件、介護サービス相談員の回収は 1,802 件、派遣先事業所の回収は 2,889 件となってい

ます。前回調査と比べて回収件数は落ち込んでいますが、統計的には十分なデータ数が取れて

おり、基本的にはこれまでと同様に検討していきます。 

 

６．本報告書における記述、前回調査との比較について 

①本報告書の記述において、市町村事務局、介護サービス相談員、介護サービス相談員派遣

先事業所は下記の表記をとります。 

 

・介護サービス相談員派遣等事業実施の市町村事務局⇒事務局 

・介護サービス相談員派遣等事業における介護サービス相談員⇒相談員 

・介護サービス相談員派遣等事業における介護サービス相談員派遣先事業所⇒事業所 

 

②令和２年度より名称が変更されていますが「新任研修」、「更新研修」は下記の表記をとり

ます。 

・新任研修⇒養成研修     ・更新研修⇒現任研修 

 

③新型コロナウイルス感染症の影響があったため 2020 年調査は「昨年度」の状況を中心に

尋ねました。一方、コロナ禍を経て 2023 年調査は「今年度」の状況を尋ねています。結果

を比較する際には期間が異なる点に留意する必要があります。  
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７．文中で使用している括弧 

文中で使用している括弧はそれぞれ以下のようになっています。 

 

・「 」：設問の選択肢、ならびに選択肢の略記 

・＜ ＞：選択肢を括った表記 

  …例えば＜そう思う＞は「そう思う」と「ある程度そう思う」を合わせたもの 

・［ ］：箱型形式の設問項目、ならびにその略記  

第Ⅰ－１－１表 回収状況 

 

※神奈川県は横浜市の行政区を含む。 

相談員調査 派遣先調査

北海道 7 17 36

青森県 0 0 0

岩手県 5 13 70

宮城県 1 9 21

秋田県 0 0 0

山形県 7 45 124

福島県 9 74 193

茨城県 8 23 87

栃木県 3 20 22

群馬県 2 3 0

埼玉県 13 83 123

千葉県 19 157 173

東京都 10 86 92

神奈川県 11 69 61

新潟県 3 21 28

富山県 8 40 87

石川県 2 14 27

福井県 6 36 62

山梨県 3 5 33

長野県 13 103 144

岐阜県 10 59 111

静岡県 15 95 226

愛知県 14 115 211

三重県 5 23 30

滋賀県 1 11 22

京都府 6 49 69

大阪府 17 131 174

兵庫県 6 75 72

奈良県 1 1 2

和歌山県 0 7 7

鳥取県 4 19 31

島根県 5 38 66

岡山県 5 13 14

広島県 3 22 16

山口県 3 6 25

徳島県 1 14 9

香川県 4 18 26

愛媛県 11 106 57

高知県 0 0 0

福岡県 8 99 141

佐賀県 2 6 13

長崎県 1 21 39

熊本県 4 17 18

大分県 2 18 43

宮崎県 2 6 7

鹿児島県 5 15 77

沖縄県 0 0 0

合計 265 1802 2889

事務局調査
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８．調査結果をみるに当たって 

調査結果については下記の図表を例に説明する①～⑤に留意してください。 

 

①平均値は、数値データとして回答された場合に算出されます。 

②中央値とは、回答結果を低い方から高い方に並べた場合のちょうど真ん中の値を指します。 

 

 

★中央値は平均値と似ていますが、平均値が異常値に左右されるのに対し、  

中央値ではそうしたことがないため、平均値以外のところに多くの分布  

が集まる場合には、中央値の方が回答者の実感に近いものといえます。  

 

③図表に示されている比率は、「件数（「無回答」を含む回答数）」を100とした比率です。１

つを選択する場合でも比率の合計が100.1、99.9などとなる場合がありますが、これは比率

計算の際の四捨五入によるものです。 

④過去の調査と比較できる設問については併記しています。 

⑤複数回答設問の場合は、比率の合計が100％を超えるケースもあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【分位数】

第１・十分位数：十等分し、低い方から最初の節の者の賃金
第１・十分位数

低 高

第１・四分位数：四等分し、低い方から最初の節の者の賃金
第１・四分位数

▼
低 ｜ ｜ 高

中位数：二等分し、真ん中の節の者の賃金

低 高

第３・四分位数：四等分し、高い方から最初の節の者の賃金
第３・四分位数

▼
低 ｜ ｜ 高

第９・十分位数：十等分し、高い方から最初の節の者の賃金
第９・十分位数

低 高

【分散係数】
以下の数式で計算された数のことで、数が小さいほど分布の広がりの
程度が小さいことを示す

▼

▼

中位数

十分位分散係数＝
第９・十分位数－第１・十分位数

２×中位数

▼

四分位分散係数＝
第３・四分位数－第１・四分位数

２×中位数
例１ 相談員の年齢 
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第 － 図 年齢

件
数

1802

2471

3618

3922

3615

3451

2998
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179

118

104

111

151

107

105

121

74
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1510

中
央
値
・
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70.5

69.5

67.5

66.3

65.1

63.9

62.7
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70.5

71.5

72.5
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74.5
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平
均
値
・
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69.6
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67.3

65.9

64.6

63.1

61.8

60.4
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66.2

67.1

68.1

68.5

70.3

69.6

71.3

71.7

72.3

72.8

69.0

調
査
年
別

活
動
期
間
別

性
別

３
９
歳
以
下

４
０
～
４
９
歳

５
０
～
５
９
歳

６
０
～
６
９
歳

７
０
～
７
９
歳

８
０
歳
以
上

無
回
答

① ② 

例２ 現在訪問している事業所（複数選択） 

 

特
別
養
護
老
人
ホ
ー

ム

介
護
老
人
保
健
施
設

介
護
療
養
型
医
療
施

設
・
介
護
医
療
院

訪
問
サ
ー

ビ
ス

通
所
介
護

通
所
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー

シ
ョ

ン

短
期
入
所
生
活
介
護

短
期
入
所
療
養
介
護

特
定
施
設
生
活
介
護
・

軽
費
老
人
ホ
ー

ム

特
定
施
設
生
活
介
護
・

養
護
老
人
ホ
ー

ム

特
定
施
設
生
活
介
護
・

有
料
老
人
ホ
ー

ム

定
期
巡
回
・
随
時
対
応

型
訪
問
介
護
看
護

認
知
症
対
応
型
通
所
介

護 小
規
模
多
機
能
型
居
宅

介
護

認
知
症
対
応
型
共
同
生

活
介
護
・
Ｇ
Ｈ

地
域
密
着
型
特
定
施
設

入
居
者
生
活
介
護

地
域
密
着
型
介
護
老
人

福
祉
施
設

サ
ー

ビ
ス
付
き
高
齢
者

向
け
住
宅

住
宅
型
・
健
康
型
有
料

老
人
ホ
ー

ム

そ
の
他

無
回
答

件
数

2023年計 61.6 33.6 4.9 1.6 45.1 21.0 14.5 3.7 4.2 5.4 17.2 0.3 10.1 29.2 56.2 6.1 10.5 10.4 3.9 2.4 6.7 1728

⑤ 

③ 
④ 
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Ⅱ 調査からみえてきたこと 
事務局調査 

昨年度から今年度にかけての介護サービス相談員の訪問活動の実施状況は、「昨年度は休止・

今年度から実施」した自治体が３分の１を占めますが、研修費を除いた事業費の予算総額は

2020 年調査と変わらない水準となっており、中央値で 147.3 万円、平均値で 221.6 万円です。

さらに多くの自治体が介護サービス相談員派遣等事業の費用対効果を実感し、さらに市町村に

おける介護サービス相談員派遣等事業の効果についても［疑問・不満解消など支援の質の向上］

と［孤独感の解消など精神的なサポート］を中心に多くの自治体が効果を感じています。 

一方、新型コロナウイルスの影響もあって今年度から訪問活動を実施した自治体が多いため、

事業に関わる主な職員の今年度の合計業務時間は 2020 年調査から減少しています。さらに介

護サービス相談員の活動について一般市民に情報提供している自治体、事務局・相談員・事業

者の三者会議を「定期的に行っている」自治体が 2020 年調査から減少しているなど、コロナ禍

に生じた影響は今後の調査を通じて動向を確認していく必要があります。 

またコロナ禍を経て、今後希望する養成・現任研修の実施形態に対する希望に変化があり、

2020 年調査から「オンラインによる全国養成研修」が増加しています（表）。 

  

表 今後希望する養成研修と現任研修の実施形態 

 

対
面
式
の
全
国
養
成

研
修

オ
ン
ラ
イ
ン
に
よ
る

全
国
養
成
研
修

対
面
式
の
独
自
養
成

研
修

オ
ン
ラ
イ
ン
に
よ
る

独
自
養
成
研
修

わ
か
ら
な
い

無
回
答

対
面
式
の
全
国
研
修

オ
ン
ラ
イ
ン
に
よ
る

全
国
研
修

対
面
式
の
独
自
研
修

オ
ン
ラ
イ
ン
に
よ
る

独
自
研
修

わ
か
ら
な
い

無
回
答

37.4 51.3 7.5 0.4 3.0 0.4 34.3 52.1 6.0 0.8 6.0 0.8 265

33.5 42.7 8.3 3.0 11.9 0.6 32.7 42.9 7.5 3.6 12.7 0.6 361

10.0 66.7 13.3 3.3 6.7 ･･･ 6.7 66.7 13.3 3.3 6.7 3.3 30

29.8 59.6 8.8 ･･･ 1.8 ･･･ 26.3 59.6 5.3 1.8 7.0 ･･･ 57

29.0 62.3 4.3 ･･･ 4.3 ･･･ 26.1 60.9 7.2 ･･･ 5.8 ･･･ 69

49.1 40.0 7.3 ･･･ 1.8 1.8 47.3 40.0 5.5 ･･･ 5.5 1.8 55

59.3 31.5 7.4 ･･･ 1.9 ･･･ 55.6 37.0 1.9 ･･･ 5.6 ･･･ 54

5 ※下線数字は「2023年計」より5ポイント以上少ないことを示す
5 ※薄い網かけ数字は「2023年計」より5ポイント以上多いことを示す
15 ※濃い網かけ数字は「2023年計」より15ポイント以上多いことを示す

人
口
別

2万人未満

2万人以上

5万人以上

10万人以上

20万人以上

今後希望する養成研修の実施形態 今後希望する現任研修の実施形態 件
数

2023年計

2020年計
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相談員調査 

介護サービス相談員の平均年齢は 69.6 歳で、上昇が続いており、若手人材の確保が課題と

なっています（図）。昨年度から今年度にかけての訪問活動の実施状況については、「昨年度は

休止・今年度から訪問」が半数を占めており、相談員調査についても今年度から訪問活動を実

施しているケースが多くなっています。一方、これまでの調査結果と同じく、相談員の活動に

対するやりがいは高く、さらに今後も介護サービス相談員活動を継続したい相談員も多くなっ

ています（図）。相談員の訪問による身体拘束等の虐待への抑止効果も多数が実感しています。

また、今年度の相談・観察数も［食事関連］（1,270 件）や［職員の対応やケア］（1,069 件)を

中心に多くの件数が報告されています。 

しかしながら、相談員の活

動も新型コロナウイルス感染

症の影響を受けています。活

動における具体的な悩みでは

「活動にブランク期間が生じ

たこと」を４人に１人が感じ

ています。訪問活動の中では

［事業所への訪問頻度や滞在

時間減少した］を８割が感じ

ており、［相談員とサービス利

用者の対話減少］、［訪問時の

制約が増え観察が困難］、［利

用者の認知・身体機能が低

下］、［事業所が閉鎖的になっ

た］についても半数以上が影

響を感じており、今後も新型

コロナウイルス感染症による

相談員の活動の影響が危惧されるところです。  

図 年齢 
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図 活動に対するやりがい（活動中の方） 

 
図 相談員活動の継続意思（活動中の方） 
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第 － 図 介護サービス相談員の活動のやりがい感（相談員として活動中の方）
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－
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1
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－

1
.
7

2023年計  

2020年計  

2017年計  

2014年計  

2011年計  

2008年計  

2005年計  

2003年計  

１年目  

２年目  

３年目  

４年目  

５年目  

６年目  

７年目  

８年目  

９年目  

１０年目以上  

第 － 図 相談員活動の継続意思（Ｑ５ＡＡで１の方）

件
数

1728

2328

3618

3861

3547

3343

2910

2180

179

118

104

111

151

107

105

121

74

593

<

続
け
た
い>

69.6

68.0

69.6

67.9

66.8

64.0

67.0

67.8

73.2

69.5

69.2

72.1

65.6

68.2

65.7

62.0

74.3

70.0

<

続
け
た
く
な
い>

5.3

5.6

5.0

5.5

7.0

7.4

7.4

5.8

1.7

5.9

4.8

2.7

9.3

8.4

6.7

9.9

4.1

4.4

調
査
年
別

活
動
期
間
別

続
け
た
い

ど
ち
ら
か
と
い
え
ば

続
け
た
い

ど
ち
ら
と
も
い
え
な

い ど
ち
ら
か
と
い
え
ば

続
け
た
く
な
い

続
け
た
く
な
い

無
回
答
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派遣先調査 

昨年度から今年度にかけての介護サービス相談員の受け入れ状況については、「昨年度は休

止・今年度から受け入れ」が半数を占めています。派遣先調査についても今年度から訪問活動

を実施しているケースが多くなっています。 

ただし、介護サービス相談員の受け入れによって「緊張感からよりよいケアができる」が７

割弱に及びなど、事業の効果を実感する事業所はこれまでの調査結果と同じく多くを占めてい

ます。 

一方、新型コロナウイルス感染症の影響も大きく、利用者や家族の介護サービス相談員が訪

問していることの周知度、自施設への介護サービス相談員の訪問に対する職員の周知度、利用

者や家族の介護サービス相談員の役割についての理解度は、いずれも低下しています。さらに

新型コロナウイルス感染症によって［職員が忙しく体力的な負担が増えた］と［仕事の絶対量

が増えた］とする事業所は８割台に及び、事業所の負担軽減が喫緊の課題として浮かび上がっ

ています（表）。 

  

表 新型コロナウイルス感染症による事業所、職員、利用者への影響 

（＜そう思う＞の比率） 

 

職
員
が
忙
し
く
体
力

的
な
負
担
が
増
え
た

職
員
の
モ
チ
ベ
ー

シ
ョ

ン
が
下
が
っ

た

職
員
と
利
用
者
と
の

対
話
が
減
っ

た

利
用
者
と
そ
の
家
族

と
の
対
話
が
減
っ

た

利
用
者
の
認
知
・
身

体
機
能
が
低
下
し
た

ス
ト
レ
ス
を
感
じ
る

利
用
者
が
増
え
た

仕
事
の
絶
対
量
が
増

え
た

件
数

87.0 58.6 40.2 71.3 72.3 74.8 84.6 2889

72.2 43.5 24.0 73.6 52.4 73.2 - 4394

91.5 70.7 48.7 90.4 81.2 84.4 86.9 680

96.0 63.2 50.0 86.4 75.4 85.7 93.8 272

82.6 44.8 29.4 34.8 60.1 61.8 82.4 489

81.2 53.6 46.4 49.3 60.9 71.0 81.2 69

90.0 70.0 46.7 66.7 80.0 80.0 86.7 30

83.2 59.3 36.3 78.8 77.9 84.1 84.1 113

73.9 58.7 34.8 41.3 58.7 50.0 76.1 46

82.4 55.2 37.0 51.5 61.8 66.1 80.0 165

85.4 58.6 38.2 80.6 74.9 72.3 83.9 665

90.6 56.8 36.7 85.6 74.8 76.3 87.8 139

81.1 43.2 29.7 51.4 78.4 73.0 73.0 37

92.1 44.7 34.2 65.8 78.9 86.8 86.8 38

85.7 52.7 44.0 76.9 74.7 79.1 87.9 91

88.3 55.0 32.4 82.0 70.3 74.8 87.4 111

88.5 57.3 38.0 76.6 74.0 75.5 83.3 192

86.4 55.9 40.9 69.2 70.6 74.2 82.8 279

82.9 53.7 33.5 70.7 72.6 75.6 78.7 164

5 ※下線数字は「2023年計」より5ポイント以上少ないことを示す
5 ※薄い網かけ数字は「2023年計」より5ポイント以上多いことを示す
15 ※濃い網かけ数字は「2023年計」より15ポイント以上多いことを示す

00～04年度

05～09年度

10～14年度

15～20年度

21～23年度

認知症対応型デイ

小規模多機能

グループホーム

地域密着型特養

サ高住

住宅型・健康型有料老人ホーム

事
業
の
種
類
別

受
入
開
始
時
期
別

2023年計

2020年計

特養

老健

デイサービス

デイケア

短期入所生活介護

特定・有料ホーム
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Ⅱ－１ 事務局調査の結果の概要 

１．介護サービス相談員の訪問活動の実施状況 

昨年度から今年度にかけての介護サービス相談員の訪問活動の実施状況についてみると「昨

年度は休止・今年度から実施」が 34.7％に及んでいます（第Ⅱ－１－１図）。今年度から訪問

活動を実施しているケースが多くなっています。 

２．相談員の身分、交通費・報酬の支払い方 

相談員の身分についてみると、「有償ボランティア」（44.5％）が最も多く、以下「特別非常

勤職員」（14.3％）、「会計年度任用職員（パートタイム）」（9.8％）「臨時的任用職員」（1.9％）、

「無償ボランティア」（1.9％）、「会計年度任用職員（フルタイム）」（0.8％）となっています（第

Ⅱ－１－１表）。また、交通費の支払い方法で最も多いのは「報酬等に含まれる」（49.1％）と

なっており、時系列でみても増加傾向にあります。報酬の支払い方法は「訪問１回あたりの報

酬」（56.6％）が多く、こちらは時系列でみても変わらない結果です。  

第Ⅱ－１－１図 昨年度から今年度にかけての 

介護サービス相談員の訪問活動の実施状況 

 

 

 

49.4

53.9

51.1

43.2

52.4

62.5

33.3

43.9

47.8

63.6

51.9

34.7

27.6

39.4

43.2

38.1

31.3

43.3

31.6

42.0

23.6

35.2

5.7

10.5
1.

1

9.1

4.
8

6.3

6.7

8.8

5.8

5.5

1.
9

8.7

7.9

6.4

4.
5

－

－

16.7

12.3

4.
3

7.3

7.4

1.5

－

2.1

－

4.8

－

－

3.5

－

－

3.7

2023年計  

１人以上  

５人以上  

10人以上  

15人以上  

20人以上  

2万人未満  

2万人以上  

5万人以上  

10万人以上  

20万人以上  

第 － 図 昨年度から今年度にかけての介護サービス相談員の訪問活動の実施状況

件
数

265

76

94

44

21

16

30

57

69

55

54

<

実
施>

84.2

81.6

90.4

86.4

90.5

93.8

76.7

75.4

89.9

87.3

87.0

<

休
止>

14.3

18.4

7.4

13.6

4.8

6.3

23.3

21.1

10.1

12.7

9.3

実
際
の
活
動
者
数
別

人
口
別

昨
年
度
か
ら
訪
問
活

動
を
実
施
し
て
い
る

昨
年
度
は
休
止
・
今

年
度
か
ら
実
施

昨
年
度
は
休
止
・
今

年
度
は
再
開
予
定

昨
年
度
は
休
止
・
今

年
度
も
予
定
は
な
い

無
回
答

第Ⅱ－１－１表 相談員の身分、交通費・報酬の支払い方 

 
 

 

会
計
年
度
任
用
職
員

（

フ
ル
タ
イ
ム
）

会
計
年
度
任
用
職
員

（

パ
ー

ト
タ
イ
ム
）

臨
時
的
任
用
職
員

特
別
非
常
勤
職
員

任
期
付
き
フ
ル
タ
イ

ム
職
員

有
償
ボ
ラ
ン
テ
ィ

ア

無
償
ボ
ラ
ン
テ
ィ

ア

そ
の
他

無
回
答

実
費
精
算

定
額
支
給
・
訪
問
１

回
あ
た
り

定
額
支
給
・
月
額

定
額
支
給
・
年
額

定
額
支
給
・
そ
の
他

報
酬
等
に
含
ま
れ
る

交
通
費
は
な
い

無
回
答

時
給
制

日
給
制

月
給
制

年
契
約
に
よ
る
報
酬

訪
問
１
回
あ
た
り
の

報
酬

そ
の
他

報
酬
は
な
い

無
回
答

0.8 9.8 1.9 14.3 ･･･ 44.5 1.9 24.5 2.3 9.8 11.3 3.8 ･･･ 4.9 49.1 20.8 0.4 8.3 12.5 12.5 1.1 56.6 5.7 2.3 1.1 265

- - - - - - - - - 9.7 17.2 4.7 0.3 3.3 41.6 22.2 1.1 5.8 12.2 11.4 2.2 59.8 5.0 2.5 1.1 361

- - - - - - - - - 11.3 18.2 5.6 0.5 3.6 34.8 25.1 1.0 4.3 14.3 12.8 1.5 58.6 5.1 2.8 0.5 391

- - - - - - - - - 10.7 20.4 4.6 0.5 5.6 35.3 21.4 1.5 5.6 15.8 13.9 1.2 55.2 5.4 2.2 0.7 411

- - - - - - - - - 9.3 22.2 5.5 1.2 5.5 32.7 20.3 3.3 3.3 14.1 16.5 1.9 54.2 4.3 2.9 2.9 419

- - - - - - - - - 7.1 5.4 2.0 ･･･ 3.4 11.4 69.6 1.1 4.0 17.6 16.5 3.4 48.6 2.8 4.5 1.7 352

- - - - - - - - - - - - - - - - - 4.0 19.3 16.1 3.4 42.2 7.6 5.9 1.4 353

5 ※下線数字は「2023年計」より5ポイント以上少ないことを示す
5 ※薄い網かけ数字は「2023年計」より5ポイント以上多いことを示す
15 ※濃い網かけ数字は「2023年計」より15ポイント以上多いことを示す

調
査
年
別

2023年計

2020年計

2017年計

2014年計

2011年計

2005年計

2003年計

相談員の身分 交通費の支払い方 報酬の支払い方 件
数
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３．研修費除く事業予算総額 

 

研修費を除いた事業費の予算総額

は、中央値で147.3万円、平均値で

221.6万円となっており、2020年調

査と変わらない水準です（第Ⅱ－１

－２表）。 

活動者数別に予算総額をみると、

５人未満の中央値 96.0万円（平均

175.6万円）から20人以上の中央値

334.3万円（平均538.0万円）まで介

護サービス相談員数に対応して予

算総額も多くなっています。 

人口別についても予算総額をみる

と、人口５万人以上10万人未満にな

ると中央値で100万円を超え、20万

人以上では中央値296.2万円となっ

ています。 

 

 

 

 

４．事業に関わる主な自治体職員の業務時間 

事業に関わる主な職員の今年度の合計業務時間についてみると、中央値は50.0時間、平均値

は106.2時間となっています。領域ごとの今年度の業務時間を平均でみると、［研修の準備や調

整などの時間］が38.3時間、［報償費支払いやファイリングなどの事務に関する時間］が35.7時

間、［その他］が43.5時間となっています。訪問活動を「昨年度は休止・今年度から実施」した

自治体が多いこともあり、平均時間は2020年調査に比べて少なくなっています（第Ⅱ－１－３

表）。  

第Ⅱ－１－２表 

研修費除く事業の予算総額（事務局調査） 

 

件
数

中
央
値
・
万
円

平
均
値
・
万
円

265 147.3 221.6

361 143.6 238.7

391 138.6 207.3

411 136.7 208.2

76 96.0 175.6

94 122.4 202.7

44 170.5 239.7

21 227.7 263.3

16 334.3 538.0

30 57.6 163.8

57 96.8 114.5

69 122.8 144.7

55 209.6 273.8

54 296.2 405.2

5 ※下線数字は「2023年計」より5ポイント以上少ないことを示す
5 ※薄い網かけ数字は「2023年計」より5ポイント以上多いことを示す
15 ※濃い網かけ数字は「2023年計」より15ポイント以上多いことを示す

20人以上

人
口
別

2万人未満

2万人以上

5万人以上

10万人以上

20万人以上

2023年計

調
査
年
別

2020年計

2017年計

2014年計

実
際
の
活
動
者
数
別

１人以上

５人以上

10人以上

15人以上

第Ⅱ－１－３表 事業に関わる主な自治体職員の業務時間 

 

中
央
値
・
時
間

平
均
値
・
時
間

中
央
値
・
時
間

平
均
値
・
時
間

中
央
値
・
時
間

平
均
値
・
時
間

中
央
値
・
時
間

平
均
値
・
時
間

2023年計 265 50.0 106.2 16.0 38.3 12.0 35.7 10.0 43.5

2020年計 361 64.5 134.8 24.0 47.0 20.0 45.6 17.0 48.5

2017年計 391 70.0 124.8 20.0 43.1 20.0 43.6 10.0 37.1

調
査
年
別

合計の業務時間
研修の準備や調整

などの時間

報償費支払いや
ファイリングなどの
事務に関する時間

その他

件
数



 

26 

 

５．事業の費用対効果、事業の市町村における効果 

事務局調査から介護サービス相談員派遣等事業の費用対効果の評価をみると、「財源以上の

効果が出ている」（2.3％）と「財源分の効果はしっかり出ている」（51.7％）を合わせた＜効果

が出ている＞は 54.0％に及びます（第Ⅱ－１－２図）。 

さらに市町村における介護サービス相談員派遣等事業の効果を＜効果が出ている＞（「かな

り効果が発揮されている」と「一定の効果は出ている」の計）の比率からみると、［疑問・不満

解消など支援の質の向上］（63.4％）と［孤独感の解消など精神的なサポート］（63.0％）は６

割台を占めており、多くの自治体で効果が感じられています（第Ⅱ－１－３図）。また［介護サ

ービスの質的な向上］も 56.2％に達し、［介護サービス利用者権利擁護支援］（37.0％）や［介

護サービス適正化の推進］（35.8％）も４割弱に達します。 

  

第Ⅱ－１－２図 事業の費用対効果 

第Ⅱ－１－３図 市町村における介護サービス相談員派遣等事業の効果 

 

 

2.3 51.7 5.7 38.5 1.92023年計  

第 － 図 介護サービス相談員派遣等事業の費用対効果

件
数

265

<

効
果
が
出
て
い
る>

54.0

財
源
以
上
の
効
果
が

出
て
い
る

財
源
分
の
効
果
は
し

っ
か
り
出
て
い
る

財
源
に
満
た
な
い
効

果
し
か
出
て
い
な
い

わ
か
ら
な
い

無
回
答

6.4

11.7

0.8

2.6

5.3

1.9

1.5

1.9

57.0

51.3

18.1

34.3

50.9

34.0

21.5

15.5

21.9

21.9

28.3

27.2

24.5

25.7

33.2

14.3

1.5

2.6

15.8

6.0

2.3

10.2

11.7

31.7

11.7

11.3

35.8

28.7

15.8

26.4

30.6

35.1

1.5

1.1

1.1

1.1

1.1

1.9

1.5

1.5

疑問・不満解消な  

ど支援の質の向上  

孤独感の解消など  

精神的なサポート  

認知症の理解促進  

・家族への支援  

介護サービス利用  

者権利擁護支援  

介護サービスの質  

的な向上  

介護サービス適正  

化の推進  

介護保険制度など  

の情報提供と普及  

地域包括支援セン  

ターとの連携  

第 － 図 市町村における介護サービス相談員派遣等事業の効果（2023年計）
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<
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て
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18.9
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な
り
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が
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は
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い
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６．今後希望する養成・現任研修の実施形態 

今後希望する養成研修の実施形態は、「オンラインによる全国養成研修」（51.3％）が多く、

次いで「対面式の全国養成研修」が 37.4％となっています。また「対面式の独自養成研修」

（7.5％）、「オンラインによる独自養成研修」（0.4％）はいずれも１割未満です（第Ⅱ－１－４

表）。2020 年調査から「オンラインによる全国養成研修」が増加しています。 

現任研修の実施形態に対する希望をみても、最も多いのは「オンラインによる全国研修」

（52.1％）で、これに「対面式の全国研修」が 34.3％で続いています。こちらも 2020 年調査

から「オンラインによる全国研修」が増加しています。 

人口別にみると、10 万人未満までは養成研修・現任研修のいずれも「オンライン（全国）」

が「対面式（全国）」を上回りますが、10 万人以上では「対面式（全国）」多くなっています。 

  

第Ⅱ－１－４表 

今後希望する養成研修と現任研修の実施形態 
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面
式
の
全
国
養
成

研
修

オ
ン
ラ
イ
ン
に
よ
る

全
国
養
成
研
修

対
面
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独
自
養
成

研
修

オ
ン
ラ
イ
ン
に
よ
る

独
自
養
成
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修

わ
か
ら
な
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無
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対
面
式
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全
国
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オ
ン
ラ
イ
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全
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対
面
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の
独
自
研
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オ
ン
ラ
イ
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に
よ
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独
自
研
修

わ
か
ら
な
い

無
回
答

37.4 51.3 7.5 0.4 3.0 0.4 34.3 52.1 6.0 0.8 6.0 0.8 265

33.5 42.7 8.3 3.0 11.9 0.6 32.7 42.9 7.5 3.6 12.7 0.6 361

22.4 64.5 7.9 1.3 2.6 1.3 17.1 64.5 9.2 1.3 6.6 1.3 76

33.0 57.4 7.4 ･･･ 2.1 ･･･ 28.7 60.6 4.3 1.1 4.3 1.1 94

54.5 38.6 4.5 ･･･ 2.3 ･･･ 54.5 36.4 6.8 ･･･ 2.3 ･･･ 44

66.7 23.8 9.5 ･･･ ･･･ ･･･ 71.4 28.6 ･･･ ･･･ ･･･ ･･･ 21

56.3 31.3 12.5 ･･･ ･･･ ･･･ 50.0 25.0 6.3 ･･･ 18.8 ･･･ 16

10.0 66.7 13.3 3.3 6.7 ･･･ 6.7 66.7 13.3 3.3 6.7 3.3 30

29.8 59.6 8.8 ･･･ 1.8 ･･･ 26.3 59.6 5.3 1.8 7.0 ･･･ 57

29.0 62.3 4.3 ･･･ 4.3 ･･･ 26.1 60.9 7.2 ･･･ 5.8 ･･･ 69

49.1 40.0 7.3 ･･･ 1.8 1.8 47.3 40.0 5.5 ･･･ 5.5 1.8 55

59.3 31.5 7.4 ･･･ 1.9 ･･･ 55.6 37.0 1.9 ･･･ 5.6 ･･･ 54

5 ※下線数字は「2023年計」より5ポイント以上少ないことを示す
5 ※薄い網かけ数字は「2023年計」より5ポイント以上多いことを示す
15 ※濃い網かけ数字は「2023年計」より15ポイント以上多いことを示す

2万人以上

5万人以上

10万人以上

20万人以上

今後希望する養成研修の実施形態 今後希望する現任研修の実施形態 件
数

実
際
の
活
動
者
数
別

人
口
別

2023年計

2020年計

１人以上

５人以上

10人以上

15人以上

20人以上

2万人未満
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７．相談員活動について一般市民への情報提供 

介護サービス相談員の活動を一般市民に情報提供しているかどうでは、「している」は 49.1％、

「していない」は 49.8％となっています（第Ⅱ－１－４図）。時系列でみると、「している」比

率は減少傾向にあります。 

８ ．

事

務

局・相談員・事業者の三者会議 

事務局と相談員、事業者の三者会議の開催については、「定期的に行っている」(26.0％)と「不

定期に行っている」（6.8％）を合わせた＜行っている＞が 32.8％、「行っていない」が 61.9％

となっています（第Ⅱ－１－５図）。2020 年調査から「定期的に行われている」が減少してい

ます。 

  

第Ⅱ－１－４図 一般市民への情報提供 
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第 － 図 介護サービス相談員の活動について一般市民に情報提供の有無
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第Ⅱ－１－５図 事務局・相談員・事業者の三者会議 
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Ⅱ－２ 相談員調査の結果の概要 

１．介護サービス相談員の年齢 

介護サービス相談員の平均年齢は 69.6 歳で、分布は「70－79 歳」が 48.5％と最も多くなっ

ています（第Ⅲ－２－２図）。2003 年調査以降、平均年齢は上昇が続いています。 

２．介護サービス相談員の訪問活動の実施状況 

昨年度から今年度にかけての訪問活動の実施状況については、「昨年度から訪問している」

は 31.5％、「昨年度は休止・今年度から訪問」は 52.0％となっており、これらを合わせた＜訪

問している＞は 83.5％です。一方、「昨年度は休止・今年度は訪問予定」は 4.3％、「昨年度は

休止・今年度も予定はない」は 4.8％となっています（第Ⅱ－２－２図）。相談員調査について

も、今年度から訪問活動を実施しているケースが多くなっています。 

  

第Ⅱ－２－２図 昨年度から今年度にかけての訪問活動の実施状況 

（活動中の方） 
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第 － 図 昨年度から今年度にかけての訪問活動の実施状況（Ｑ５ＡＡで１の方）
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0
.
7

1
.
0

0
.
4

0
.
8

1
.
0

1
.
4

1
.
6

3.4

2
.
8

1
.
7

－

0
.
9

－

－

1
.
0

－

－

0
.
2

1
.
1

0
.
6

2
.
1

3
.
2

2
.
9

3
.
8

4
.
3

5.4

7.6

8.8

4
.
5

2
.
5

3.8

3
.
6

4
.
0

2
.
8

1
.
9

0
.
8

－

0
.
8

1
.
5

2
.
2

8.2

8.2

10.9

13.1

17.1

23.1

27.9

29.3

17.9

11.9

12.5

11.7

6.6

4.7

4.8

5.8

4.1

5.7

3
.
3

9.1

33.8

37.3

47.5

51.4

53.6

50.6

46.9

45.2

43.0

53.4

47.1

35.1

45.0

35.5

39.0

28.9

25.7

22.4

19.8

36.7

48.5

45.4

35.0

29.0

22.9

18.2

15.0

12.1

29.1

28.0

34.6

46.8

42.4

51.4

50.5

57.0

66.2

58.7

59.7

46.6

5.5

3
.
7

2
.
7

1
.
7

0
.
7

0
.
6

0
.
6

0
.
2

1
.
1

1
.
7

1
.
9

1
.
8

1
.
3

4
.
7

2
.
9

6.6

2
.
7

11.0

13.2

4
.
2

1
.
2

1
.
3

0
.
6

0
.
3

0
.
4

0
.
8

0
.
4

0
.
9

1
.
7

0
.
8

－

－

0
.
7

0
.
9

－

0
.
8

1
.
4

1.2

1.5

0
.
5

2023年計  

2020年計  

2017年計  

2014年計  

2011年計  

2008年計  

2005年計  

2003年計  

１年目  

２年目  

３年目  

４年目  

５年目  

６年目  

７年目  

８年目  

９年目  

１０年目以上  

男性  

女性  

第 － 図 年齢

件
数

1802

2471

3618

3922

3615

3451

2998

2250

179

118

104

111

151

107

105

121

74

593

273

1510

中
央
値
・
歳

70.5

69.5

67.5

66.3

65.1

63.9

62.7

61.5

66.5

67.5

67.5

69.5

69.5

71.5

70.5

71.5

72.5

73.5

74.5

70.5

平
均
値
・
歳

69.6

68.4

67.3

65.9

64.6

63.1

61.8

60.4

64.3

66.2

67.1

68.1

68.5

70.3

69.6

71.3

71.7

72.3

72.8

69.0

調
査
年
別

活
動
期
間
別

性
別

３
９
歳
以
下

４
０
～
４
９
歳

５
０
～
５
９
歳

６
０
～
６
９
歳

７
０
～
７
９
歳

８
０
歳
以
上

無
回
答



 

30 

 

３．活動に対するやりがい 

介護サービス相談員の活動に対するやりがいを尋ねた結果をみると、「ある」が 34.3％、「ど

ちらかといえばある」が 43.6％で、やりがいの＜ある＞人が 78.0％と多数を占めます（第Ⅱ－

２－３図）。時系列でみても多くの相談員がやりがいを感じていることは変わりません。 

４．活動の継続に関する意識 

今後も介護サービス相

談員活動を続けたいかど

うか尋ねた結果は、「続け

たい」（32.2％）と「どちら

か と い え ば 続 け た い 」

（37.4％）を合わせた＜続

けたい＞が 69.6％と多く、

＜続けたくない＞（「続け

たくない」＋「どちらかと

いえば続けたくない」）は

5.3％とわずかです（第Ⅱ

－２－４図）。時系列でみ

ても＜続けたい＞人が多

く、これまでと変わらない

結果です。 

  

第Ⅱ－２－４図 相談員活動の継続意思（活動中の方） 
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第Ⅱ－２－３図 活動に対するやりがい（活動中の方） 
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５．活動中の悩み 

介護サービス相談員としての活動において悩みがある人に、その内容を９つの中からあては

まるものすべてを選んでもらいました。「利用者とのコミュニケーション」（54.2％）が最も多

く、以下「利用者の声が感じとれないこと」（37.5％）、「事業者との関係づくり」（37.0％）が

３割台、「新型コロナウイルス感染症への不安」（24.7％）、「活動にブランク期間が生じたこと」

（24.5％）、「困難な相談事例への対応」（22.6％）は２割台、「相談員間の関係づくり」（12.9％）、

「事務局・市町村等との関係づくり」（11.2％）は１割台となっています（第Ⅱ－２－１表）。  

第Ⅱ－２－１表 相談員の活動上における悩みの内容 

（活動中の方、悩みの「ある」人） 

 

利
用
者
と
の
コ
ミ
ュ

ニ
ケ
ー

シ
ョ

ン

利
用
者
の
声
が
感
じ

と
れ
な
い
こ
と

困
難
な
相
談
事
例
へ

の
対
応

相
談
員
間
の
関
係
づ

く
り

事
業
者
と
の
関
係
づ

く
り

事
務
局
・
市
町
村
等

と
の
関
係
づ
く
り

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル

ス
感
染
症
へ
の
不
安

活
動
に
ブ
ラ
ン
ク
期

間
が
生
じ
た
こ
と

そ
の
他

無
回
答

件
数

54.2 37.5 22.6 12.9 37.0 11.2 24.7 24.5 8.4 0.5 1058
① ② ③

52.1 40.9 26.2 9.9 40.3 9.5 60.5 - 4.5 0.5 1573
② ③ ①

57.7 44.1 24.8 10.2 41.0 8.4 - - 10.4 0.5 2433
① ② ③

48.1 50.9 24.3 10.4 45.7 9.2 - - 10.7 0.3 2599
② ① ③

49.5 52.7 21.3 9.6 44.3 9.5 - - 8.8 1.4 2407
② ① ③

47.7 53.8 22.8 9.5 41.3 8.9 - - 10.9 1.3 2421
② ① ③

53.4 47.2 21.9 9.9 40.7 8.2 - - 12.1 1.6 2185
① ② ③

5 ※下線数字は「2023年計」より5ポイント以上少ないことを示す
5 ※薄い網かけ数字は「2023年計」より5ポイント以上多いことを示す
# ※濃い網かけ数字は「2023年計」より15ポイント以上多いことを示す
3 ※丸数字は比率の順位（第3位まで表示）

調
査
年
別

2023年計

2020年計

2017年計

2014年計

2011年計

2008年計

2005年計
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６．現在訪問している事業所 

相談員が訪問している事業所の提供サービスの種類を20項目の中からいくつでも選んでも

らいました。結果をみると「特別養護老人ホーム」（61.6％）が最も多く、以下「認知症対応型

共同生活介護（グループホーム）」が56.2％、「通所介護（デイサービス）」が45.1％、「介護老

人保健施設」が33.6％、「小規模多機能型居宅介護」（29.2％）と「通所リハビリテーション」

（21.0％）は２割台などとなっています（第Ⅱ－２－２表）。また「サービス付き高齢者向け住

宅」は10.4％です。 

2020年調査から「特養」、「介護老人保健施設」、「短期入所生活介護」、「グループホーム」、が

減少しています。 

  

第Ⅱ－２－２表 現在訪問している事業所（活動中の方、複数選択） 
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軽
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設
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ホ
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特
定
施
設
生
活
介
護
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有
料
老
人
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ー
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定
期
巡
回
・
随
時
対
応

型
訪
問
介
護
看
護

認
知
症
対
応
型
通
所
介

護 小
規
模
多
機
能
型
居
宅

介
護

認
知
症
対
応
型
共
同
生

活
介
護
・
Ｇ
Ｈ

地
域
密
着
型
特
定
施
設

入
居
者
生
活
介
護

地
域
密
着
型
介
護
老
人

福
祉
施
設

サ
ー

ビ
ス
付
き
高
齢
者

向
け
住
宅

住
宅
型
・
健
康
型
有
料

老
人
ホ
ー

ム

そ
の
他

無
回
答

件
数

61.6 33.6 4.9 1.6 45.1 21.0 14.5 3.7 4.2 5.4 17.2 0.3 10.1 29.2 56.2 6.1 10.5 10.4 3.9 2.4 6.7 1728
① ④ ③ ⑥ ⑦ ⑤ ②

80.3 52.5 6.4 1.5 45.6 24.4 21.6 7.1 4.9 7.0 18.6 0.4 13.0 30.3 63.1 7.1 14.5 - - - 1.7 2328
① ③ ④ ⑥ ⑦ ⑤ ②

78.4 53.0 8.7 3.3 51.1 29.1 29.5 9.0 4.7 7.6 17.8 0.4 14.3 32.4 60.6 11.3 9.4 - - - 1.9 3618
① ③ ④ ⑦ ⑥ ⑤ ②

77.6 52.2 10.6 3.8 53.9 28.3 29.3 9.4 4.8 7.7 15.3 0.5 14.9 24.9 61.4 6.2 11.4 - - - 1.5 3861
① ④ ③ ⑥ ⑤ ⑦ ②

79.4 54.7 11.9 3.2 55.3 30.2 29.5 9.6 - - 14.2 - - 22.9 58.2 - - - - - 0.9 3547
① ④ ③ ⑤ ⑥ ⑦ ②

76.2 52.2 14.8 12.2 52.3 28.5 20.9 11.7 - - 13.8 - - 11.6 50.9 - - - - - 1.9 3343
① ③ ⑦ ② ⑤ ⑥ ④

5 ※下線数字は「2023年計」より5ポイント以上少ないことを示す
5 ※薄い網かけ数字は「2023年計」より5ポイント以上多いことを示す
# ※濃い網かけ数字は「2023年計」より15ポイント以上多いことを示す
7 ※丸数字は比率の順位（第7位まで表示）

調
査
年
別

2023年計

2020年計

2017年計

2014年計

2011年計

2008年計
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７．身体拘束等の虐待への抑止効果 

相談員の訪問が身体拘束等の虐待への抑止効果については、「そう思う」（37.7％）と「どち

らかといえばそう思う」（42.7％）を合わせた＜そう思う＞（80.4％）が多数を占め、このよう

な結果は 2008 年調査から大きく変わりません（第Ⅲ－２－５図）。 

また活動期間の違いに関係なく、多くの相談員が虐待抑止効果を実感しています。 

８．事業とサービスの適正化や質の向上・改善 

介護サービス相談員派遣等事業が、サービスの適正化や質の向上・改善につながっているか

どうかを尋ねました。結果をみると「そう思う」が 33.7％、「どちらかいえばそう思う」が 50.0％

で、これらを合わせた＜そう思う＞が 83.7％となっています。時系列でみても変わらない結果

です（第Ⅱ－２－６図）。 

９．新型コロナウイルス感染症の影響について 

第Ⅱ－２－６図 介護サービス相談員派遣等事業は、サービスの適正化や 

   質の向上・改善等につながっていると思うかどうか（活動中の

方） 
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第Ⅱ－２－５図 身体拘束等の虐待への抑止効果（活動中の方） 
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新型コロナウイルス感染症の影響を訪問活動、事業所、利用者の領域についてみると、「そう

思う」と「ややそう思う」を合わせた＜そう思う＞は、［事業所への訪問頻度や滞在時間減少し

た］で 79.2％と多くなっています。また［相談員とサービス利用者の対話減少］（64.1％）、［訪

問時の制約が増え観察が困難］（62.1％）、［利用者の認知・身体機能が低下］（53.6％）、［事業

所が閉鎖的になった］（52.7％）についても半数以上が影響を実感しています。［職員の負担増

でサービスの質が低下］（35.6％）や［精神的に不安定な利用者が増加した］（34.5％）は相対

的に比率が低いものの、３割台半ばを占めています（第Ⅱ－２－７図）。 

  

第Ⅱ－２－７図 

新型コロナウイルス感染拡大症の影響について（活動中の方） 
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Ⅱ－３ 派遣先調査の結果の概要 

１．介護サービス相談員の受け入れ状況 

昨年度から今年度にかけての介護サービス相談員の受け入れ状況については、「昨年度から

受け入れている」が 26.6％、「昨年度は休止・今年度から受け入れ」が 48.3％となっており、

これらを合わせた現在＜受け入れている＞は 74.9％です。一方、「昨年度は休止・今年度は再

開予定」は 10.5％、「昨年度は休止・今年度も予定はない」は 11.9％となっています（第Ⅱ－

３－１図）。 

 

２．介護サービス相談員に関する利用者や家族の周知度 

利用者や家族の介護サービス相談員が訪問していることの周知度にみると、＜知っている＞

が 27.9％、＜知らない＞が 55.5％、「わからない」が 16.2％となっています（第Ⅱ－３－２

図）。2020 年調査から＜知っている＞が減少し、＜知らない＞と「わからない」が増加してい

ます。 

第Ⅱ－３－２図 利用者や家族の介護サービス相談員が 

   訪問していることの周知度 

 

2.8

3.8

3.1

3.5

3.5

3.7

3.9

1.4

1.2

0.7

2.9

2.9

－

－

4.3

3.0

5.7

0.7

8.1

－

6.6

2.7

3.1

3.9

3.7

25.1

34.6

33.1

34.7

37.2

38.7

45.7

35.7

22.6

18.0

21.7

18.8

13.3

26.5

13.0

20.0

34.6

26.6

21.6

26.3

35.2

25.2

39.1

30.8

25.6

49.7

47.0

46.9

44.7

44.1

43.5

39.4

52.7

56.6

59.2

51.7

47.8

40.0

48.7

41.3

52.7

39.7

54.0

32.4

47.4

46.2

56.8

44.3

48.7

50.6

5.8

3.0

3.3

3.3

3.1

2.9

2
.4

5.0

5.0

2.9

6.3

8.7

10.0

7.1

17.4

3.6

5.6

2.9

24.3

2.6

3.3

4.5

3.1

2.5

11.0

16.2

10.9

12.8

12.6

11.0

10.1

7.6

4
.1

14.3

19.1

17.0

20.3

36.7

17.7

23.9

20.6

14.1

15.8

8.1

23.7

8.8

10.8

10.4

13.3

8.5

0.4

0.7

0.9

1.1

1.1

1.0

0.9

1
.1

0.3

－

0.4

1.4

－

－

－

－

0.3

－

5.4

－

－

－

－

0.7

0.6

2023年計  

2020年計  

2017年計  

2014年計  

2011年計  

2008年計  

2005年計  

2003年計  

特養  

老健  

デイサービス  

デイケア  

短期入所生活介護 

特定・有料ホーム 

認知症対応型デイ 

小規模多機能  

グループホーム  

地域密着型特養  

サ高住  

住宅型・健康型有 

料老人ホーム  

00～04年度  

05～09年度  

10～14年度  

15～20年度  

21～23年度  

第 － 図 利用者や家族は介護サービス相談員が訪問していることを知っているか

件
数

2889

4394

7666

9132

7120

6207

4414

1935

680

272

489

69

30

113

46

165

665

139

37

38

91

111

192

279

164

<

知
っ
て
い
る>

27.9

38.4

36.2

38.3

40.7

42.4

49.7

37.1

23.8

18.8

24.5

21.7

13.3

26.5

17.4

23.0

40.3

27.3

29.7

26.3

41.8

27.9

42.2

34.8

29.3

<

知
ら
な
い>

55.5

50.0

50.1

48.0

47.2

46.4

41.8

57.6

61.6

62.1

58.1

56.5

50.0

55.8

58.7

56.4

45.3

56.8

56.8

50.0

49.5

61.3

47.4

51.3

61.6

調
査
年
別

事
業
の
種
類
別

受
入
開
始
時
期
別

全
員
知
っ
て
い
る

概
ね
知
っ
て
い
る

あ
ま
り
知
ら
な
い

全
員
知
ら
な
い

わ
か
ら
な
い

無
回
答

第Ⅱ－３－１図 昨年度から今年度にかけての 

介護サービス相談員の受け入れ状況 
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３．介護サービス相談員の役割についての利用者や家族の理解度 

周知度に続いて、利用者や家族の介護サービス相談員の役割についての理解度は、＜理解し

ている＞が 18.7％、＜理解していない＞が 60.7％となっています（第Ⅱ－３－３図）。2020 年

調査から＜理解している＞は減少し、＜理解していない＞や「わからない」が増加しています。 

４．介護サービス相談員訪問についての職員の周知度 

自分の施設への介護サービス相談員の訪問を、職員がどのくらい周知しているか尋ねたとこ

ろ、「全員知っている」が39.9％、「概ね知っている」が45.2％で、これらを合わせた＜知ってい

る＞が85.2％となっています（第Ⅱ－３－４図）。時系列でみると「全員知っている」は減少傾向に

あります。 

  

第Ⅱ－３－３図 利用者や家族の介護サービス相談員の役割の理解度 
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第Ⅱ－３－４図 介護サービス相談員が訪問していることの職員の周知度 
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５．介護サービス相談員を受け入れたことによる事業所の変化 

介護サービス相談員の受け入れが与える変化を９項目それぞれについて尋ねました（第Ⅲ－

３－７表）。利用者の変化について「あった」の比率に着目すると、最も多いのは「緊張感から

よりよいケアができる」（66.7％）となっています。また「利用者の個別の要望にも丁寧に対応

できる」（47.5％）、「職員がケアに対し自覚と自信を持つ」（43.9％）、「改善への取り組み姿勢

が強くなった」（43.6％）、「事業所が開放的で明るくなった」（41.0％）も４割台を占めます。

以下、「他の施設や地域の情報を取得できる」（32.6％）は３割強、「相談員の来訪を期待する様

になった」（28.5％）、「利用者と事業所の対話機会が増えた」（26.5％）、「精神的に安定した利

用者が増えた」（22.2％）は２割台となっています（第Ⅱ－３－５図）。  

第Ⅱ－３－５図 介護サービス相談員を受け入れたことによる利用者・職員

や事業所の変化（「あった」の比率） 
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６．新型コロナウイルス感染拡大の事業所、職員、利用者への影響 

新型コロナウイルス感染拡大下における事業所や事業所職員、サービス利用者への影響につ

いての 7 項目を４段階で尋ねた結果を「そう思う」と「ややそう思う」を合わせた＜そう思う＞

の比率でみると、［職員が忙しく体力的な負担が増えた］（87.0％）と［仕事の絶対量が増えた］

（84.6％）は８割台に及びます。また［ストレスを感じる利用者が増えた］（74.8％）、［利用者

の認知・身体機能が低下した］（72.3％）、［利用者とその家族との対話が減った］（71.3％）も

７割台を占め、［職員のモチベーションが下がった］（58.6％）は６割弱、［職員と利用者との対

話が減った］（40.2％）は４割となっています。 

＜そう思う＞を 2020 年調査と比べると、［職員が忙しく体力的な負担が増えた］、［職員のモ

チベーションが下がった］、［職員と利用者との対話が減った］、［利用者の認知・身体機能が低

下した］が増えています（第Ⅱ－３－１表）。 

 

 

 

 

第Ⅱ－３－１表 新型コロナウイルス感染症による 

事業所、職員、利用者への影響 

（＜そう思う＞の比率） 
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事
業
の
種
類
別

受
入
開
始
時
期
別

2023年計

2020年計

特養

老健

デイサービス

デイケア

短期入所生活介護

特定・有料ホーム
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2. 介護サービス相談員派遣等業実態調査 

Ⅰ. 調査の目的 

介護サービス相談員派遣等事業の全国的な実施状況の把握を目的として､平成 15 年

度より実施している。事業実施市町村（広域連合等含む）の事務局を対象に、調査。

介護サービス相談員数、受入施設・事業者数、派遣頻度、事業開始年度などの基礎

データを収集し、市町村ごとの実施状況をまとめる。また、都道府県ごとの事業実

施率から全国的な事業実施状況を明確にする。 

Ⅱ. 調査実施の概要 

令和 5 年度の調査対象 

令和 5 年度調査対象は介護サービス相談員派遣等事業実施 370 市町村事務局（広域

組合等は 1 で数える）である。 

調査時期（専用 Web サイトにおける市町村入力・登録期間） 

2023 年 12 月 1 日（金）～2024 年 1 月 12 日（金） 

調査方法 

専用 Web サイト「実態調査 入力・登録」（ログイン情報（ID・PW）が必要）より、

市町村事務局ごとに入力（データ登録） 

集計結果について 

回答結果を基に事業実施市町村の介護サービス相談員数や派遣受け入れ事業所の状

況を介護サービス相談・地域づくり連絡会のホームページ「実施市町村・受入れ事

業者のご紹介」に掲載する。 
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Ⅲ. 事業実施について 

令和 5 年度の調査対象とした 370 市町村事務局の回答結果は次のとおり。 

●令和 5 年度実態調査回答事務局数   285 

  市町村 271 

  広域組合  14 

●令和 6 年度以降に事業実施(新規･再開)を予定している市町村  2 

●事業を実施していない市町村    15 

●令和 4 年度実態調査に未回答の市区町村及び広域連合    68 

市町村事務局の事業実施状況 

事業実施市町村数 319（広域組合構成市町村 48 を含む） 

事業実施保険者 285（広域組合等は 1 と数える） 

（広域組合等14の構成市町村） 

広域組合等名称 構成数 構成市町村 

1 岩手県 一関地区広域行政組合 2 一関市 平泉町 

2 富山県 砺波地方介護保険組合 3 砺波市 小矢部市 南砺市 

3 富山県 中新川広域行政事務組合 3 上市町 立山町 舟橋村 

4 富山県 新川地域介護保険･ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ事業組合 3 黒部市 入善町 朝日町 

5 長野県 北アルプス広域連合 5 大町市 池田町 松川村 白馬村 小谷村 

6 岐阜県 もとす広域連合 3 瑞穂市 本巣市 北方町 

7 岐阜県 安八郡広域連合 3 安八町 神戸町 輪之内町 

8 岐阜県 揖斐広域連合 3 揖斐川町 池田町 大野町 

9 三重県 鈴鹿亀山地区広域連合 2 亀山市 鈴鹿市 

10 鳥取県 南部箕蚊屋広域連合 3 南部町 伯耆町 日吉津村 

11 島根県 浜田地区広域行政組合 2 浜田市 江津市 

12 佐賀県 杵藤地区広域市町村圏組合 7 武雄市 鹿島市 嬉野市 大町町 江北町 白石町 太良町 

13 佐賀県 佐賀中部広域連合 5 佐賀市 多久市 小城市 神埼市 吉野ヶ里町 

14 佐賀県 鳥栖地区広域市町村圏組合 4 基山町 鳥栖市 みやき町 上峰町 

合 計 48 
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１. 神奈川県横浜市は 1 と数える。東京都には特別区(23 区)を含む。

２. 岩手県、富山県、長野県、岐阜県、三重県、鳥取県、島根県、佐賀県は、広域連合・組合等の構成市町村数を事業実施市町
村に含む。

※ 介護サービス相談員数、事業実施率、事業実施市町村数、派遣受入施設等は「令和5年度 介護サービス相談員派遣等事業実

態調査」による
※ 都道府県ごとの施設数（介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護療養型医療施設、介護医療院）は、令和3年度「介護サ

ービス施設、事業所調査」（厚政労働省）による

派遣

受入

施設数

施設数

派遣

受入

施設数

施設数

派遣

受入

施設数

施設数

派遣

受入

施設数

施設数

01 北海道 20 6 179 3.4 6 380 6 195 0 21 0 34

02 青森県 0 0 40 0.0 0 99 0 61 0 11 0 9

03 岩手県 8 5 33 15.2 33 122 16 67 0 7 0 3 〇

04 宮城県 9 1 35 2.9 9 167 3 96 0 2 0 3

05 秋田県 6 1 25 4.0 16 124 3 55 0 - 0 5

06 山形県 52 7 35 20.0 33 105 14 46 0 3 0 3

07 福島県 80 8 59 13.6 59 164 29 89 0 7 0 12

08 茨城県 42 7 44 15.9 42 274 23 142 0 8 0 5

09 栃木県 36 4 25 16.0 18 144 3 65 1 5 0 3

10 群馬県 5 2 35 5.7 1 181 2 100 0 1 0 11

11 埼玉県 106 13 63 20.6 92 448 35 179 1 7 0 11

12 千葉県 187 20 54 37.0 158 429 69 166 0 9 0 11

13 東京都 147 10 62 16.1 72 571 19 213 0 28 3 16

14 神奈川県 100 12 33 36.4 106 432 36 195 0 9 0 9

15 新潟県 15 3 30 10.0 29 211 15 106 0 3 2 13

16 富山県 80 14 15 93.3 40 86 31 46 0 6 3 24 〇

17 石川県 5 1 19 5.3 0 78 0 45 0 3 0 15

18 福井県 31 5 17 29.4 15 69 7 36 0 6 4 6

19 山梨県 9 3 27 11.1 16 59 2 32 0 2 0 1

20 長野県 114 21 77 27.3 53 169 38 98 2 13 2 12 〇

21 岐阜県 61 16 42 38.1 44 141 20 80 0 10 1 7 〇

22 静岡県 123 14 35 40.0 89 257 49 124 1 7 2 23

23 愛知県 133 16 54 29.6 64 290 36 193 0 7 4 20

24 三重県 28 6 29 20.7 27 166 12 76 0 4 1 5

25 滋賀県 29 5 19 26.3 5 93 2 34 0 2 0 3 〇

26 京都府 70 7 26 26.9 31 164 12 73 0 6 0 18

27 大阪府 223 22 43 51.2 89 444 40 229 0 13 0 10

28 兵庫県 117 10 41 24.4 62 360 20 173 0 8 1 21

29 奈良県 8 1 39 2.6 4 115 0 57 0 1 0 6

30 和歌山県 7 1 30 3.3 4 93 2 42 0 7 1 7

31 鳥取県 22 5 19 26.3 15 44 11 54 1 3 4 9 〇

32 島根県 50 7 19 36.8 26 92 11 35 0 2 1 10 〇

33 岡山県 16 4 27 14.8 8 155 3 84 0 8 0 18

34 広島県 22 4 23 17.4 79 192 48 109 1 22 4 23

35 山口県 9 2 19 10.5 11 106 9 65 0 8 2 24

36 徳島県 19 2 24 8.3 7 66 7 52 0 16 5 16

37 香川県 29 4 17 23.5 8 90 6 51 0 9 1 7

38 愛媛県 144 14 20 70.0 29 109 16 68 0 9 4 11

39 高知県 0 0 34 0.0 0 59 0 31 0 8 0 30

40 福岡県 126 8 60 13.3 78 336 25 175 2 24 9 41

41 佐賀県 34 18 20 90.0 24 58 13 41 0 8 0 8 〇

42 長崎県 1 1 21 4.8 3 121 2 63 0 17 0 11

43 熊本県 23 4 45 8.9 4 139 2 96 0 25 0 31

44 大分県 27 2 18 11.1 17 85 18 69 0 13 0 14

45 宮崎県 5 1 26 3.8 5 95 4 44 0 19 0 8

46 鹿児島県 22 5 43 11.6 31 169 10 87 0 10 3 25

47 沖縄県 0 0 41 0.0 0 63 0 42 0 4 0 5

2,400 322 1,741 18.5 1,562 8,414 729 4,279 9 421 57 617計

都道

府県

№

都道府県

名

介護

サービ

ス相談

員数

事業実

施市町

村数

都道府

県内全

市町村

数

実施率

（％）

介護老人

福祉施設

介護老人

保健施設

介護療養型

医療施設
介護医療院 広域・

組合等

あり

①都道府県別事業実施状況及び介護保険施設での派遣受け入れ状況
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②都道府県別事業実施率

都道府県ごとの事業実施率で地域としての取り組み状況を把握した。 

実施率 50％以上は、富山県、佐賀県、愛媛県、大阪府の 4 府県。 

  1．神奈川県横浜市は1と数える。行政区（18）は含まない。
2．岩手県、富山県、長野県、岐阜県、三重県、鳥取県、島根県、佐賀県は、広域連合・組合等の構成市町村数
を事業実施市町村に含む。

20%～ 

50％未

満 

10%～ 

20％未

満 

50%以上 

10％未

満 
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③介護サービス相談員数（活動人数）、受入施設・事業所数

受入事業所総数　： 14,288 ヵ所

・介護給付サービス　： 9,763 ヵ所

・介護予防給付サービス　： 3,257 ヵ所

・総合事業サービス　： 833 ヵ所

・介護保険サービスの対象外の住まい　： 435 ヵ所

介護給付サービス

受入事業所数

合計

市町村内

事業所総数

介護老人福祉施設 1,562 2,532

介護老人保健施設 729 1,220

介護療養型医療施設 9 63

介護医療院 57 227

訪問介護 23 11,054

訪問入浴介護 5 618

訪問看護 8 14,076

訪問リハビリテーション 1 9,424

居宅療養管理指導 1 28,222

通所介護 1,351 8,028

通所リハビリテーション 360 6,410

短期入所生活介護 648 3,507

短期入所療養介護 244 1,285

軽費老人ホーム 48 206

養護老人ホーム 34 112

有料老人ホーム 361 1,642

サービス付き高齢者向け住宅 65 433

居宅介護支援 99 10,705

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 6 455

夜間対応型訪問介護 0 64

地域密着型通所介護 692 5,929

認知症対応型通所介護 231 1,037

小規模多機能型居宅介護 560 1,779

認知症対応型共同生活介護(グループホーム) 2,106 4,588

地域密着型・軽費老人ホーム 4 15

地域密着型・養護老人ホーム 2 3

地域密着型・有料老人ホーム 45 103

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 465 781

看護小規模多機能型居宅介護（複合サービス） 62 365

合計 9,778 114,883

地域密着型

サービス

地域密着型

特定施設

入居者生活介護

サービスの種類

訪問サービス

通所サービス

特定施設

入居者生活介護

短期入所

サービス

施設サービス
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※ 令和5年度の介護サービス相談員(活動)数は2,400人（報告数）。

予防給付サービス

受入事業所数

合計

市町村内

事業所総数

訪問サービス 介護予防訪問入浴介護 5 464

介護予防訪問看護 8 13,315

介護予防訪問リハビリテーション 1 8,785

介護予防居宅療養管理指導 1 25,701

通所サービス 介護予防通所リハビリテーション 317 6,288

介護予防短期入所生活介護 535 3,094

介護予防短期入所療養介護 203 1,206

介護予防特定施設入居者生活介護 282 1,542

介護予防支援 30 1,633

介護予防小規模多機能型居宅介護 377 1,479

介護予防認知症対応型通所介護 177 893

介護予防認知症対応型共同生活介護(グループホーム) 1,326 4,019

合計 3,262 68,419

総合事業サービス

受入事業所数

合計

市町村内

事業所総数

訪問型サービス 5 9,862

通所型サービス 834 12,161

合計 839 22,023

介護保険サービスの対象外の住まい

受入事業所数

合計

市町村内

事業所総数

サービス付き高齢者向け住宅 191 2,213

有料老人ホーム（特定施設外） 205 3,008

その他 (特定施設外の軽費老人ホーム・養護老人ホーム 等) 39 519

合計 435 5,740

サービスの種類

地域密着型

介護予防サービス

サービスの種類

サービスの種類

短期入所

サービス

介護予防・生活支援事業
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④派遣状況（各サービスの派遣率）

事業実施市町村事務局 285 についてサービス別介護サービス相談員派遣率を算出し、
派遣率ごとの市町村事務局数から全体の派遣状況をだした。

派遣率（％） 
「施設数 0」は対象サービスなしと回答した市町村事務局数 
「未回答」は対象サービスありと回答し、訪問施設数が未入力の市町村事務局数 

介護給付サービス

自治体数 派遣率 自治体数 派遣率 自治体数 派遣率 自治体数 派遣率 自治体数 派遣率 自治体数 派遣率

介護老人福祉施設 147 55.1 19 7.1 25 9.4 16 6.0 34 12.7 26 9.7 267 18 285

介護老人保健施設 143 57.2 7 2.8 20 8.0 9 3.6 19 7.6 52 20.8 250 35 285

介護療養型医療施設 8 18.6 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 35 81.4 43 242 285

介護医療院 23 22.1 0 0.0 1 1.0 4 3.8 6 5.8 70 67.3 104 181 285

訪問介護 1 6.7 0 0.0 0 0.0 1 6.7 0 0.0 13 86.7 15 270 285

訪問入浴介護 1 10.0 1 10.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 8 80.0 10 275 285

訪問看護 1 6.7 0 0.0 0 0.0 0 0.0 1 6.7 13 86.7 15 270 285

訪問リハビリテーション 2 16.7 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 10 83.3 12 273 285

居宅療養管理指導 2 28.6 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 5 71.4 7 278 285

通所介護 46 17.9 14 5.4 20 7.8 8 3.1 57 22.2 112 43.6 257 28 285

通所リハビリテーション 44 18.1 4 1.6 10 4.1 17 7.0 27 11.1 141 58.0 243 42 285

短期入所生活介護 44 17.5 24 9.6 14 5.6 6 2.4 20 8.0 143 57.0 251 34 285

短期入所療養介護 46 20.4 8 3.5 8 3.5 4 1.8 6 2.7 154 68.1 226 59 285

軽費老人ホーム 32 28.6 0 0.0 0 0.0 6 5.4 1 0.9 73 65.2 112 173 285

養護老人ホーム 21 26.9 0 0.0 0 0.0 2 2.6 1 1.3 54 69.2 78 207 285

有料老人ホーム 50 26.2 4 2.1 12 6.3 14 7.3 24 12.6 87 45.5 191 94 285

サービス付き高齢者向け住宅 22 22.9 1 1.0 4 4.2 3 3.1 5 5.2 61 63.5 96 189 285

居宅介護支援 6 2.6 0 0.0 0 0.0 0 0.0 1 0.4 224 97.0 231 54 285

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 0 0.0 2 0.8 0 0.0 3 1.2 231 90.2 20 7.8 256 29 285

夜間対応型訪問介護 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 5 100 5 280 285

地域密着型通所介護 37 15.8 12 5.1 10 4.3 7 3.0 40 17.1 128 54.7 234 51 285

認知症対応型通所介護 50 24.3 2 1.0 8 3.9 9 4.4 8 3.9 129 62.6 206 79 285

小規模多機能型居宅介護 93 39.6 6 2.6 11 4.7 10 4.3 27 11.5 88 37.4 235 50 285

認知症対応型共同生活介護(グループホーム) 108 40.3 29 10.8 31 11.6 14 5.2 54 20.1 32 11.9 268 17 285

地域密着型・軽費老人ホーム 3 27.3 0 0.0 0 0.0 1 9.1 0 0.0 7 63.6 11 274 285

地域密着型・養護老人ホーム 2 66.7 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 1 33.3 3 282 285

地域密着型・有料老人ホーム 17 37.0 0 0.0 2 4.3 2 4.3 3 6.5 22 47.8 46 239 285

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 103 53.9 10 5.2 13 6.8 10 5.2 14 7.3 41 21.5 191 94 285

看護小規模多機能型居宅介護（複合サービス） 26 20.5 0 0.0 1 0.8 7 5.5 5 3.9 88 69.3 127 158 285

予防給付サービス

自治体数 派遣率 自治体数 派遣率 自治体数 派遣率 自治体数 派遣率 自治体数 派遣率 自治体数 派遣率

訪問サービス 介護予防訪問入浴介護 1 12.5 1 12.5 0 0.0 0 0.0 0 0.0 6 75.0 8 277 285

介護予防訪問看護 1 7.7 0 0.0 0 0.0 0 0.0 1 7.7 11 84.6 13 272 285

介護予防訪問リハビリテーション 2 20.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 8 80.0 10 275 285

介護予防居宅療養管理指導 2 33.3 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 4 66.7 6 279 285

通所サービス 介護予防通所リハビリテーション 39 17.3 3 1.3 11 4.9 12 5.3 18 8.0 143 63.3 226 59 285

介護予防短期入所生活介護 41 18.1 22 9.7 11 4.8 4 1.8 12 5.3 137 60.4 227 58 285

介護予防短期入所療養介護 47 22.6 5 2.4 4 1.9 2 1.0 6 2.9 144 69.2 208 77 285

介護予防特定施設入居者生活介護 37 21.5 1 0.6 11 6.4 4 2.3 15 8.7 104 60.5 172 113 285

介護予防支援 10 4.6 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 206 95.4 216 69 285

介護予防小規模多機能型居宅介護 75 34.9 4 1.9 9 4.2 7 3.3 15 7.0 105 48.8 215 70 285

介護予防認知症対応型通所介護 45 24.2 1 0.5 7 3.8 4 2.2 8 4.3 121 65.1 186 99 285

介護予防認知症対応型共同生活介護(グループホーム) 88 37.3 20 8.5 21 8.9 8 3.4 28 11.9 71 30.1 236 49 285

総合事業サービス

自治体数 派遣率 自治体数 派遣率 自治体数 派遣率 自治体数 派遣率 自治体数 派遣率 自治体数 派遣率

訪問型サービス 1 7.1 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 13 92.9 14 271 285

通所型サービス 22 9.1 11 4.6 11 4.6 10 4.1 23 9.5 164 68.0 241 44 285

介護保険サービスの対象外の住まい

自治体数 派遣率 自治体数 派遣率 自治体数 派遣率 自治体数 派遣率 自治体数 派遣率 自治体数 派遣率

23 11.9 0 0.0 7 3.6 6 3.1 19 9.8 139 71.6 194 91 285

18 9.2 0 0.0 7 3.6 3 1.5 28 14.4 139 71.3 195 90 285

その他 15 9.3 0 0.0 0 0.0 3 1.9 3 1.9 141 87.0 162 123 285

施設サービス

訪問サービス

通所サービス

短期入所

サービス

特定施設

入居者生活介護

50～60％未満 50%未満 施設数0、

未回答

介護予防･生活支援事業

100% 80～100％未満 60～80%未満

80～100％未満 60～80%未満

地

域

密

着

型

サ
ー

ビ

ス

地域密着型

特定施設

入居者生活介護

短期入所

サービス

地域密着型

介護予防サービス

サービスの種類
100%

合計

サービスの種類
100% 80～100％未満 60～80%未満 50～60％未満

派遣なし
サービスの種類 小計

合計

50%未満 派遣なし
小計

施設数0、

未回答
合計

50～60％未満 50%未満 派遣なし
小計

施設数0、

未回答

施設数0、

未回答
合計

サービス付き高齢者向け住宅

100% 80～100％未満 60～80%未満 50～60％未満
サービスの種類

有料老人ホーム（特定施設外）

(特定施設外の軽費老人ホーム・養護老人ホーム 等)

50%未満 派遣なし
小計
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⑤介護保険サービス対象外の住まいへの訪問の実施

全施設

数

受入

施設数
派遣率

全施設

数

受入

施設数
派遣率

全施設

数

受入

施設数
派遣率

1 北海道 石狩市 11 11 100.0% 5 5 100.0% 2 2 100.0%

2 岩手県 奥州市 11 8 72.7% 21 14 66.7%

3 岩手県 滝沢市 9 6 66.7% 16 6 37.5% 1 1 100.0%

4 秋田県 横手市 6 6 100.0% 16 16 100.0% 6 6 100.0%

5 山形県 米沢市 4 2 50.0% 26 11 42.3% 1 1 100.0%

6 山形県 天童市 1 1 100.0%

7 福島県 福島市 31 1 3.2%

8 福島県 喜多方市 4 4 100.0%

9 福島県 伊達市 2 1 50.0%

10 茨城県 水戸市 33 9 27.3% 15 11 73.3%

11 茨城県 北茨城市 4 1 25.0% 5 1 20.0%

12 栃木県 宇都宮市 46 1 2.2%

13 栃木県 那須塩原市 9 1 11.1%

14 埼玉県 戸田市 6 4 66.7%

15 埼玉県 八潮市 2 2 100.0%

16 埼玉県 杉戸町 2 2 100.0%

17 千葉県 木更津市 4 1 25.0%

18 千葉県 松戸市 37 4 10.8%

19 千葉県 佐倉市 8 4 50.0%

20 千葉県 流山市 16 5 31.3%

21 千葉県 八千代市 19 1 5.3%

22 千葉県 浦安市 1 1 100.0% 4 4 100.0%

23 東京都 墨田区 4 4 100.0%

24 神奈川県 川崎市 41 1 2.4% 80 2 2.5%

25 神奈川県 平塚市 1

26 神奈川県 寒川町 1 1 100.0% 3 3 100.0%

27 新潟県 長岡市 12 8 66.7% 3 1 33.3%

28 富山県 高岡市 14 5 35.7% 11 7 63.6%

29 富山県 魚津市 7 2 28.6%

30 富山県 中新川広域行政事務組合 2 2 100.0%

31 石川県 小松市 13 1 7.7%

32 福井県 大野市 3 3 100.0% 2 2 100.0%

33 福井県 越前市 8 8 100.0% 2 2 100.0% 1 1 100.0%

34 山梨県 甲府市 23 23 100.0% 12 12 100.0%

35 長野県 松本市 38 1 2.6%

36 長野県 岡谷市 3 1 33.3%

37 長野県 諏訪市 5 2 40.0%

38 長野県 須坂市 2 1 50.0%

39 長野県 富士見町 1 1 100.0%

40 岐阜県 大垣市 15 1 6.7% 26 2 7.7%

41 岐阜県 中津川市 2 1 50.0% 2 2 100.0%

42 岐阜県 郡上市 2 1 50.0% 2 1 50.0%

43 岐阜県 揖斐広域連合 3 2 66.7%

№

　介護保険サービスの対象外の住まい

サービス付き

高齢者向け住宅等
有料老人ホーム

軽費老人ホーム･

養護老人ホーム 等都道府県

名
市区町村名
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全施設

数

受入

施設数
派遣率

全施設

数

受入

施設数
派遣率

全施設

数

受入

施設数
派遣率

44 静岡県 島田市 3 3 100.0% 5 5 100.0%

45 静岡県 富士市 12 1 8.3% 22 4 18.2%

46 静岡県 焼津市 3 2 66.7% 8 3 37.5%

47 静岡県 掛川市 3 2 66.7%

48 静岡県 裾野市 2 2 100.0% 2 1 50.0%

49 静岡県 森町 1 1 100.0%

50 愛知県 瀬戸市 36 1 2.8%

51 愛知県 刈谷市 18 3 16.7%

52 愛知県 犬山市 12 4 33.3% 2 2 100.0%

53 愛知県 知立市 2 2 100.0% 3 3 100.0%

54 愛知県 高浜市 3 3 100.0% 1 1 100.0% 1 1 100.0%

55 愛知県 みよし市 1 1 100.0% 3 2 66.7%

56 愛知県 東郷町 8 5 62.5%

57 三重県 川越町 1 1 100.0% 1 1 100.0% 1 1 100.0%

58 三重県 鈴鹿亀山地区広域連合 16 1 6.3%

59 滋賀県 米原市 2 1 50.0%

60 京都府 長岡京市 1 1 100.0%

61 大阪府 羽曳野市 2 2 100.0%

62 大阪府 高石市 1 1 100.0%

63 大阪府 東大阪市 103 1 1.0%

64 大阪府 泉南市 4 1 25.0%

65 大阪府 大阪狭山市 5 1 20.0%

66 大阪府 阪南市 5 1 20.0%

67 大阪府 忠岡町 3 1 33.3%

68 大阪府 田尻町 2 1 50.0%

69 兵庫県 伊丹市 27 7 25.9%

70 兵庫県 三田市 3 1 33.3%

71 和歌山県 白浜町 2 2 100.0% 3 3 100.0% 3 3 100.0%

72 鳥取県 鳥取市 7 2 28.6%

73 鳥取県 境港市 4 4 100.0% 4 4 100.0%

74 島根県 出雲市 10 10 100.0% 1 1 100.0%

75 岡山県 瀬戸内市 2 1 50.0%

76 広島県 呉市 16 16 100.0% 4 4 100.0% 6 6 100.0%

77 香川県 坂出市 6 1 16.7% 3 1 33.3%

78 福岡県 北九州市 153 5 3.3%

79 福岡県 大牟田市 5 1 20.0%

80 福岡県 飯塚市 16 1 6.3% 30 4 13.3% 6 1 16.7%

81 福岡県 大野城市 4 3 75.0% 8 6 75.0%

82 佐賀県 玄海町 1 1 100.0%

83 佐賀県 鳥栖地区広域市町村圏組合 6 1 16.7% 29 12 41.4%

84 長崎県 大村市 9 2 22.2% 16 1 6.3%

85 宮崎県 小林市 1 1 100.0% 24 4 16.7% 2 1 50.0%

86 鹿児島県 日置市 4 4 100.0%

87 鹿児島県 さつま町 1 1 100.0% 1 1 100.0%

軽費老人ホーム･

養護老人ホーム 等
№

都道府県

名
市区町村名

サービス付き

高齢者向け住宅等
有料老人ホーム
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⑥居宅訪問の実施

令和 5 年度介護サービス相談員派遣等事業実施の市町村事務局のうち、居宅訪問実施

市町村、訪問受け入れ居宅数、訪問回数は以下の通りである。  

●介護サービス相談員の訪問を受けている居宅数：2,702件

●訪問回数（延べ回数）：2,236件

居宅訪問の実施「有」と回答のあった自治体の 訪問居宅数 及び 訪問回数 

№ 都道府県名 市区町村名 訪問回数 訪問居宅数

1 北海道 石狩市 1 0

2 妹背牛町 46 70

3 浦河町 29 39

4 厚岸町 6 12

5 岩手県 紫波町 85 110

6 一関地区広域行政組合 442 660

7 福島県 石川町 44 44

8 茨城県 水戸市 1,012 1,200

9 日立市 22 22

10 埼玉県 久喜市 99 148

11 幸手市 7 10

12 千葉県 木更津市 2 2

13 袖ケ浦市 223 334

14 東京都 八王子市 105 6

15 富山県 高岡市 90 32

16 静岡県 裾野市 0 5

17 愛知県 高浜市 23 8

2,236 2,702合 計
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１．事業実施事務局（実態調査実施事務局） 

№ 都道府県 市町村名 

1 北海道 石狩市 

2 北海道 妹背牛町 

3 北海道 浦河町 

4 北海道 幕別町 

5 北海道 本別町 

6 北海道 厚岸町 

7 岩手県 奥州市 

8 岩手県 滝沢市 

9 岩手県 紫波町 

10 岩手県 一関地区広域行政組合 

11 宮城県 仙台市 

12 秋田県 横手市 

13 山形県 山形市 

14 山形県 米沢市 

15 山形県 鶴岡市 

16 山形県 酒田市 

17 山形県 長井市 

18 山形県 天童市 

19 山形県 尾花沢市 

20 福島県 福島市 

21 福島県 郡山市 

22 福島県 いわき市 

23 福島県 白河市 

24 福島県 喜多方市 

25 福島県 田村市 

26 福島県 伊達市 

27 福島県 石川町 

28 茨城県 水戸市 

29 茨城県 日立市 

30 茨城県 土浦市 

31 茨城県 北茨城市 

32 茨城県 牛久市 

33 茨城県 ひたちなか市 

34 茨城県 東海村 

35 栃木県 宇都宮市 

№ 都道府県 市町村名 

36 栃木県 真岡市 

37 栃木県 大田原市 

38 栃木県 那須塩原市 

39 群馬県 伊勢崎市 

40 群馬県 藤岡市 

41 埼玉県 さいたま市 

42 埼玉県 川越市 

43 埼玉県 川口市 

44 埼玉県 春日部市 

45 埼玉県 戸田市 

46 埼玉県 久喜市 

47 埼玉県 八潮市 

48 埼玉県 幸手市 

49 埼玉県 吉川市 

50 埼玉県 ふじみ野市 

51 埼玉県 三芳町 

52 埼玉県 宮代町 

53 埼玉県 杉戸町 

54 千葉県 千葉市 

55 千葉県 市川市 

56 千葉県 船橋市 

57 千葉県 木更津市 

58 千葉県 松戸市 

59 千葉県 野田市 

60 千葉県 茂原市 

61 千葉県 佐倉市 

62 千葉県 旭市 

63 千葉県 習志野市 

64 千葉県 市原市 

65 千葉県 流山市 

66 千葉県 八千代市 

67 千葉県 鴨川市 

68 千葉県 鎌ケ谷市 

69 千葉県 浦安市 

70 千葉県 四街道市 

71 千葉県 袖ケ浦市 
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№ 都道府県 市町村名 

72 千葉県 富里市 

73 千葉県 栄町 

74 東京都 中央区 

75 東京都 港区 

76 東京都 台東区 

77 東京都 墨田区 

78 東京都 大田区 

79 東京都 八王子市 

80 東京都 青梅市 

81 東京都 町田市 

82 東京都 国分寺市 

83 東京都 稲城市 

84 神奈川県 川崎市 

85 神奈川県 相模原市 

86 神奈川県 平塚市 

87 神奈川県 小田原市 

88 神奈川県 茅ヶ崎市 

89 神奈川県 秦野市 

90 神奈川県 厚木市 

91 神奈川県 南足柄市 

92 神奈川県 綾瀬市 

93 神奈川県 寒川町 

94 神奈川県 二宮町 

95 神奈川県 愛川町 

96 新潟県 長岡市 

97 新潟県 新発田市 

98 新潟県 胎内市 

99 富山県 富山市 

100 富山県 高岡市 

101 富山県 魚津市 

102 富山県 氷見市 

103 富山県 射水市 

104 富山県 砺波地方介護保険組合 

105 富山県 中新川広域行政事務組合 

106 富山県 
新川地域介護保険･ 

ケーブルテレビ事業組合

№ 都道府県 市町村名 

107 石川県 小松市 

108 福井県 大野市 

109 福井県 勝山市 

110 福井県 鯖江市 

111 福井県 越前市 

112 福井県 永平寺町 

113 山梨県 甲府市

114 山梨県 甲斐市

115 山梨県 笛吹市 

116 長野県 松本市 

117 長野県 岡谷市 

118 長野県 諏訪市 

119 長野県 須坂市 

120 長野県 小諸市 

121 長野県 駒ヶ根市 

122 長野県 茅野市 

123 長野県 塩尻市 

124 長野県 千曲市 

125 長野県 安曇野市 

126 長野県 下諏訪町 

127 長野県 富士見町 

128 長野県 坂城町 

129 長野県 北アルプス広域連合 

130 岐阜県 大垣市 

131 岐阜県 中津川市 

132 岐阜県 羽島市 

133 岐阜県 土岐市 

134 岐阜県 可児市 

135 岐阜県 郡上市 

136 岐阜県 岐南町 

137 岐阜県 もとす広域連合 

138 岐阜県 安八郡広域連合 

139 岐阜県 揖斐広域連合 

140 静岡県 静岡市 

141 静岡県 沼津市 

142 静岡県 三島市 
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№ 都道府県 市町村名 

143 静岡県 富士宮市 

144 静岡県 島田市 

145 静岡県 富士市 

146 静岡県 磐田市 

147 静岡県 焼津市 

148 静岡県 掛川市 

149 静岡県 藤枝市 

150 静岡県 裾野市 

151 静岡県 湖西市 

152 静岡県 吉田町 

153 静岡県 森町 

154 愛知県 岡崎市 

155 愛知県 瀬戸市 

156 愛知県 春日井市 

157 愛知県 碧南市 

158 愛知県 刈谷市 

159 愛知県 豊田市 

160 愛知県 安城市 

161 愛知県 西尾市 

162 愛知県 犬山市 

163 愛知県 小牧市 

164 愛知県 知立市 

165 愛知県 高浜市 

166 愛知県 豊明市 

167 愛知県 清須市 

168 愛知県 みよし市 

169 愛知県 東郷町 

170 三重県 松阪市 

171 三重県 名張市 

172 三重県 鳥羽市 

173 三重県 川越町 

174 三重県 鈴鹿亀山地区広域連合 

175 滋賀県 大津市 

176 滋賀県 守山市 

177 滋賀県 栗東市 

178 滋賀県 高島市 

№ 都道府県 市町村名 

179 滋賀県 米原市 

180 京都府 京都市 

181 京都府 綾部市 

182 京都府 宇治市 

183 京都府 城陽市 

184 京都府 向日市 

185 京都府 長岡京市 

186 京都府 南丹市 

187 大阪府 堺市 

188 大阪府 豊中市 

189 大阪府 池田市 

190 大阪府 吹田市 

191 大阪府 茨木市 

192 大阪府 泉佐野市 

193 大阪府 富田林市 

194 大阪府 河内長野市 

195 大阪府 和泉市 

196 大阪府 柏原市 

197 大阪府 羽曳野市 

198 大阪府 摂津市 

199 大阪府 高石市 

200 大阪府 藤井寺市 

201 大阪府 東大阪市 

202 大阪府 泉南市 

203 大阪府 大阪狭山市 

204 大阪府 阪南市 

205 大阪府 豊能町 

206 大阪府 忠岡町 

207 大阪府 田尻町 

208 大阪府 河南町 

209 兵庫県 尼崎市 

210 兵庫県 芦屋市 

211 兵庫県 伊丹市 

212 兵庫県 豊岡市 

213 兵庫県 赤穂市 

214 兵庫県 宝塚市 
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№ 都道府県 市町村名 

215 兵庫県 三田市 

216 兵庫県 加西市 

217 兵庫県 丹波篠山市 

218 兵庫県 猪名川町 

219 奈良県 宇陀市 

220 和歌山県 白浜町 

221 鳥取県 鳥取市 

222 鳥取県 境港市 

223 鳥取県 南部箕蚊屋広域連合 

224 島根県 出雲市 

225 島根県 益田市 

226 島根県 大田市 

227 島根県 安来市 

228 島根県 邑南町 

229 島根県 浜田地区広域行政組合 

230 岡山県 玉野市 

231 岡山県 井原市 

232 岡山県 総社市 

233 岡山県 瀬戸内市 

234 広島県 広島市 

235 広島県 呉市 

236 広島県 福山市 

237 広島県 廿日市市 

238 山口県 山口市 

239 山口県 光市 

240 徳島県 鳴門市 

241 徳島県 小松島市 

242 香川県 高松市 

243 香川県 坂出市 

244 香川県 東かがわ市 

245 香川県 小豆島町 

246 愛媛県 松山市 

247 愛媛県 八幡浜市 

248 愛媛県 新居浜市 

249 愛媛県 西条市 

250 愛媛県 大洲市 

№ 都道府県 市町村名 

251 愛媛県 伊予市 

252 愛媛県 四国中央市 

253 愛媛県 西予市 

254 愛媛県 東温市 

255 愛媛県 久万高原町 

256 愛媛県 松前町 

257 愛媛県 内子町 

258 愛媛県 伊方町 

259 愛媛県 愛南町 

260 福岡県 北九州市 

261 福岡県 福岡市 

262 福岡県 大牟田市 

263 福岡県 久留米市 

264 福岡県 飯塚市 

265 福岡県 行橋市 

266 福岡県 筑紫野市 

267 福岡県 大野城市 

268 佐賀県 玄海町 

269 佐賀県 有田町 

270 佐賀県 杵藤地区広域市町村圏組合 

271 佐賀県 佐賀中部広域連合 

272 佐賀県 鳥栖地区広域市町村圏組合 

273 長崎県 大村市 

274 熊本県 水俣市 

275 熊本県 合志市 

276 熊本県 御船町 

277 熊本県 山都町 

278 大分県 大分市 

279 大分県 日田市 

280 宮崎県 小林市 

281 鹿児島県 鹿児島市 

282 鹿児島県 日置市 

283 鹿児島県 さつま町 

284 鹿児島県 長島町 

285 鹿児島県 屋久島町 
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２．令和6年度以降 

事業新規実施予定･再開予定の事務局 

№ 都道府県 市町村名 

1 大阪府 岬町 

2 岡山県 備前市 

３．事業廃止･休止中の事務局 

№ 都道府県 市町村名 

1 宮城県 大崎市 

2 秋田県 湯沢市 

3 群馬県 安中市 

4 群馬県 吉岡町 

5 埼玉県 所沢市 

6 埼玉県 入間市 

7 千葉県 館山市 

8 東京都 葛飾区 

9 東京都 小平市 

10 神奈川県 大和市 

11 神奈川県 大磯町 

12 愛知県 一宮市 

13 京都府 京田辺市 

14 大阪府 熊取町 

15 熊本県 大津町 

４．調査未回答市町村 

№ 都道府県 市町村名 

1 北海道 士別市 

2 青森県 弘前市 

3 岩手県 金ケ崎町 

4 山形県 山辺町 

5 福島県 二本松市 

6 茨城県 つくば市 

7 群馬県 みどり市 

8 埼玉県 越谷市 

9 埼玉県 蕨市 

10 埼玉県 志木市 

11 埼玉県 蓮田市 

12 千葉県 成田市 

13 千葉県 白井市 

14 千葉県 長生村 

15 東京都 豊島区 

16 神奈川県 横浜市 

17 神奈川県 鎌倉市 

18 神奈川県 開成町 

19 神奈川県 湯河原町 

20 新潟県 上越市 

21 富山県 滑川市 

22 石川県 金沢市 

23 石川県 白山市 

24 福井県 福井市 

25 福井県 敦賀市 

26 福井県 小浜市 

27 福井県 あわら市 

28 福井県 美浜町 

29 長野県 長野市 

30 長野県 伊那市 

31 長野県 中野市 

32 長野県 上田地域広域連合 

33 岐阜県 岐阜市 

34 静岡県 御殿場市 

35 静岡県 袋井市 
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№ 都道府県 市町村名 

36 愛知県 江南市 

37 愛知県 岩倉市 

38 愛知県 長久手市 

39 三重県 四日市市 

40 三重県 伊勢市 

41 三重県 朝日町 

42 三重県 玉城町 

43 滋賀県 近江八幡市 

44 滋賀県 野洲市 

45 滋賀県 湖南市 

46 京都府 福知山市 

47 京都府 舞鶴市 

48 京都府 亀岡市 

49 京都府 大山崎町 

50 京都府 久御山町 

51 京都府 与謝野町 

52 大阪府 岸和田市 

53 大阪府 泉大津市 

54 大阪府 貝塚市 

55 大阪府 交野市 

56 大阪府 島本町 

57 兵庫県 明石市 

58 鳥取県 倉吉市 

59 岡山県 津山市 

60 岡山県 笠岡市 

61 山口県 下松市 

62 高知県 須崎市 

63 福岡県 みやこ町 

64 佐賀県 唐津市 

65 長崎県 長崎市 

66 長崎県 佐世保市 

67 熊本県 嘉島町 

68 宮崎県 椎葉村 

※ 備考

令和５年度事業実施 
令和６年度より事業を休止 

№ 都道府県 市町村名 

1 茨城県 ひたちなか市 
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介護サービス相談員派遣等事業 実態調査 調査票 

1. 介護サービス相談員派遣事業の実施について 202○年○○月○○日現在 

実施状況  

(1) 実施している    事業開始年度   (例: 2000年度)

市町村合併があった場合は、最初に事業に取り組んだ市町村の開始年度を入力してください

(2) 今後実施の予定  より実施  (例: 2021年度) 

(3) 実施していない  (過去実施、現在休止)  より休止  (例: 2018年度) 

(4) 実施、予定している取り組み方についてご記載ください。 (例)

2. 事務局連絡先

※登録済みの情報が表示されています。変更がある場合は、内容の修正をお願いします。

(1) 市町村名

都道府県名  

市町村名  

ふりがな  

市町村コード  

(2) 市町村連絡先

郵便番号  

住所  

担当部署  

担当者名  HPには公開されません  

E-MAIL

E-MAILアドレスHP掲載可否 1. 掲載可  2. 掲載不可

電話  内線  

FAX 

(3) 委託先の連絡先

委託先の有無  1. 無   2. 有 委託している場合は  2.有  を選択し、(3)委託先の連絡先  を入力  

委託先団体名  

郵便番号  

住所  

担当部署  HPには公開されません  

担当者名  HPには公開されません  

E-MAIL

E-MAILアドレスHP掲載可否 1. 掲載可  2. 掲載不可

電話   内線 

FAX 

一時保存 

※入力の途中で一時保存することができます。

以下の設問は、設問1で、「1.実施している」を選択した場合のみ解答できます。  
設問1で、「2. 今後実施の予定」「3. 実施していない」を選択した場合は、ページ最下部の「登録する」ボタンを押して、登録を完了してください。  

3. 現在の介護サービス相談員数 (活動人数)（2023年度末見込みを含む）

介護サービス相談員  （注 ： 2020年5月31日 時点での養成研修修了者は介護サービス相談員とみなす）  

養成研修40時間以上  修了者   （内  現任研修Ⅰ・Ⅱ  修了者）   人（ 内   人）  

介護サービス相談員補  （養成研修12時間以上  修了者）   人  
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4. 令和5(2023)年度研修受講者数

全国  

研修  

独自  

研修  
合計  

(1) 介護サービス相談員  養成研修

  養成研修時間40時間以上  修了者数  

(2) 介護サービス相談員  現任研修  （スキルアップ研修）

  介護サービス相談員現任研修  修了者数  

(3) 介護サービス相談員補  養成研修

※ 研修時間が12時間以上40時間未満の養成研修受講者は介護サービス相談員補になります。

①養成研修時間12時間以上 修了者数  

②養成研修時間12時間未満 受講者数  

※ ②の養成研修時間12時間未満の方は、介護サービス相談員補にも該当しません。

(4) 移行研修（19時間）介護サービス相談員補から介護サービス相談員

への移行  
修了者数  

(5) 事務局担当者研修

※委託先含む介護サービス相談員担当者全国研修

2023年度  

事務局担当者全国研修受講の有無  

1. 有

2. 無

5. 独自研修について

※研修の実施について、2023年度の状況を回答してください。

(1) 研修実施機関

①介護サービス相談員

養成研修  

研修修了証  交付人    都道府県   市区町村  委託先   実施していない  

実施機関名  

②介護サービス相談員

現任研修  

研修修了証  交付人    都道府県   市区町村  委託先   実施していない  

実施機関名  

③介護サービス相談員補

養成研修  

研修修了証  交付人    都道府県   市区町村  委託先   実施していない  

実施機関名  

(2) 研修時間数

①介護サービス相談員

養成研修  
時間  

②介護サービス相談員

現任研修  
時間  

③介護サービス相談員補

養成研修  
時間  

(3) 研修カリキュラムの有無

①介護サービス相談員

養成研修  

1. 有   2. 無

「1. 有」を選択の場合、カリキュラム内容のファイルを添付してください  

②介護サービス相談員

現任研修  

1. 有   2. 無

「1. 有」を選択の場合、カリキュラム内容のファイルを添付してください  

③介護サービス相談員補

養成研修  

1. 有   2. 無

「1. 有」を選択の場合、カリキュラム内容のファイルを添付してください  

※最大ファイルサイズ: 20MB

(カリキュラムを新規に登録､又は登録済みカリキュラムを変更する場合には､｢参照｣ボタンを押して登録するカリキュラムを入力してください)

6. 居宅訪問について

居宅訪問の実施  

(1) 居宅訪問による相談活動を行っているか 1. 有   2. 無

(2) 訪問回数  (2023年度の延べ数) 件  

(3) 訪問居宅数（見込み数）

2023年度において、相談員が訪問する居宅数
件  

一時保存 

※入力の途中で一時保存することができます。
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7. 現在の受入施設・事業所数 (2023年度末の見込み数を含む。)

※「※」の受入数について、居宅訪問未実施の場合は「-」と表示しています。
※「00」は調査中です。 ※ 事業所数には、みなし数を含みます。

【介護給付サービス】  
市町村内全施設・

事業所数  

受入施設・事業所数  

総数  市内  市外  

施設サービス  

介護老人福祉施設  

介護老人保健施設  

介護療養型医療施設  

介護医療院  

居宅サービス  

訪問サービス  

訪問介護※  

訪問入浴介護※  

訪問看護※  

訪問リハビリテーション※  

居宅療養管理指導※  

通所サービス  
通所介護  

通所リハビリテーション  

短期入所サービス  
短期入所生活介護  

短期入所療養介護  

特定施設入居者生活介護  

軽費老人ホーム  

養護老人ホーム  

有料老人ホーム  

サービス付き高齢者向け住宅

(有料老人ホームの定義に該当するもの)

居宅介護支援  

地域密着型サービス  

定期巡回・随時対応型訪問介護看護  

夜間対応型訪問介護※  

地域密着型通所介護  

認知症対応型通所介護  

小規模多機能型居宅介護  

認知症対応型共同生活介護   (グループホーム) 

地域密着型特定施設入居者生活

介護  

軽費老人ホーム  

養護老人ホーム  

有料老人ホーム  

地域密着型介護老人福祉施設  入所者生活介護  

看護小規模多機能型居宅介護（複合サービス）  

【予防給付サービス】  
市町村内全施
設・事業所数  

受入施設・事業所数  

総数  市内  市外  

介護予防サービス  

訪問サービス  

介護予防訪問入浴介護※  

介護予防訪問看護※  

介護予防訪問リハビリテーション※  

介護予防居宅療養管理指導※  

通所サービス  介護予防通所リハビリテーション  

短期入所サービス  
介護予防短期入所生活介護  

介護予防短期入所療養介護  

介護予防特定施設入居者生活介護  

介護予防支援  

地域密着型介護予防サービス  介護予防小規模多機能型居宅介護  
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介護予防認知症対応型通所介護  

介護予防認知症対応型共同生活介護  (グループホーム) 

【総合事業サービス】  
市町村内全施設・事業所

数  

受入施設・事業所数  

総数  市内  市外  

介護予防・生活支援事業  
訪問型サービス※  

通所型サービス  

【介護保険サービスの対象外の住まい】  
市町村内全施設・事業所

数  

受入施設・事業所数  

総数  市内  市外  

サービス付き高齢者向け住宅

有料老人ホーム（特定施設外）  

その他   (特定施設外の軽費老人ホーム・養護老人ホーム  等) 

一時保存 

※入力の途中で一時保存することができます。

8. 介護サービス相談員派遣受入先

※サービスの種類が選択されていない場合、入力は無効になります。

簡易入力

法人名  サービスの種類 施設名  URL 

+ サービスを追加する

+ 法人名を追加する

9. 連絡会/三者会議 (事務局・派遣先・相談員)

(1) 相談員間の連絡会議
開催の有無  

1. 有   2. 無

「1. 有」を選択の場合、開催頻度を下記に入力  

1年あたりの開催回数  回  

(2)三者会議

相談員、事務局、サービス  

提供事業者三者間の連絡会議  

開催の有無  
1. 有   2. 無

「1. 有」を選択の場合、開催頻度を下記に入力  

1年あたりの開催回数  回  

10. 市町村の事業PR。300字まで。

11. 地域包括支援センターとの連携

12. 派遣事業運営を行う上での取り組み

一時保存 

※入力の途中で一時保存することができます。

登録 
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3. ｢介護サービス相談員活動が継続できる

取組を進めている｣取組事例の調査

「介護サービス相談員活動が継続できる取組を進めている事例」について、

事例の収集調査を実施。 

自治体ホームページなどを通じて事例の収集調査を実施したが、収集事例数

が少数であり、同調査については、次年度以降も継続していくこととした。 

 市町村の政策（事業）評価シートの収集なども行ったが、評価指標が「訪問

回数」のみの市では「事業休止」とした場合もある一方、訪問以外に「電話相

談」などを行い「相談件数」を指標としている自治体では、コロナ禍でも相談

件数を伸ばしている自治体もあることが確認できており、取組手法の検討とと

もに、事務局担当者に対して行政内部で政策評価上の評価を落とさないための

示唆を与える必要があると思われる。 





３．全国介護サービス相談活動事例報告会 
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令和５年度全国介護サービス相談活動事例報告会の開催 

日 時  令和 5年 12月 1日（金） 13時 30分～17時 

会 場  砂防会館 別館 1階 シェーンバッハ・サボー 

内 容 （次ページのプログラムを参照） 

介護サービス相談員永年活動功労者表彰 

 ・平成 12年度介護相談員派遣事業の取り組みが始まって以来、長年(5期 10年以上）

にわたって、介護相談員活動に取り組んできた介護サービス相談員を市町村事

務局の推薦により表彰。これまでの活動を称え、今後もサービスの質の向上を

支える活動を期待し、賞状を授与した。 

・表彰者は 203人（31都道府県・88自治体）

20年以上 活動表彰  33名  20自治体 

15年以上 活動表彰  54名  27自治体 

10年以上 活動表彰  116名  62自治体 

講義１ 

介護サービス相談員派遣等事業について 

鈴木 達也 氏（厚生労働省 老健局 高齢者支援課 予算係長）  

講義２ 

脳科学から見る認知症 

恩蔵 絢子 氏（東京大学大学院 綜合文化研究科 特任研究員） 

参加人数  260人 （内表彰式登壇者 45人） 
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令和 5 年度 全国介護サービス相談 活動事例報告会 

プログラム 
 

［日時］令和 5年 12月 1日（金）13：30～17：00 

［会場］砂防会館 別館１階 シェーンバッハ・サボー 

    東京都千代田区平河町 2‐7‐4 （TEL 03-3261-8386） 

 
  

13:30～13:45 ■ 開会挨拶／介護サービス相談・地域づくり連絡会   

 ■ 来賓挨拶／間  隆一郎 氏（厚生労働省 老健局長）代読 

13:45～14:20 

 

■ 介護サービス相談員永年活動 功労者表彰式 

   表彰状授与／石井 信芳（介護サービス相談･地域づくり連絡会 代表） 

 20年以上活動の介護サービス相談員表彰 

15年以上活動の介護サービス相談員表彰 

10年以上活動の介護サービス相談員表彰 

14:20～14:30      休憩 

14:30～14:50      ■ 事業報告 

石井 信芳  （介護サービス相談･地域づくり連絡会 代表） 

14:50～15:20 講義１ 

介護サービス相談員派遣等事業について 

鈴木 達也 氏（厚生労働省 老健局 高齢者支援課 予算係長） 

15:20～15:30 休憩 

15:30～17:00 講義２ 

脳科学から見る認知症 

恩蔵 絢子 氏（東京大学大学院 綜合文化研究科 特任研究員） 

17:00 閉会挨拶 
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講義１ 

 介護サービス相談員派遣等事業について  

厚生労働省 老健局 高齢者支援課 予算係長 

鈴木 達也 氏 
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講義２ 

 脳科学から見る認知症  

東京大学大学院 綜合文化研究科 特任研究員 

恩蔵 絢子 氏 

 

 

脳科学者。 

2007 年に東京工業大学大学院総合理工学研究科知能システム科学

専攻にて博士号取得(学術博士)。人間の自意識と感情を専門に研究

してきた。 

同居する母親が、２０１５年にアルツハイマー型認知症と診断され

てからは、一人の娘として生活の中で表れる認知症の症状に向き合

ってきた。 

一方で母を脳科学者として客観的に分析することで、医者/患者、科学者/被験者という

立場で研究するのとは違った認知症の理解を持つにいたり、情報を発信している。 

現在は、高齢者の創造性に強く関心を持つ。 

著書に『脳科学者の母が、認知症になる』（河出書房新社）、 

共著に『なぜ、認知症の人は家に帰りたがるのか』（永島徹との共著、中央法規）など

がある。 

 

 

2015年（65歳）秋に「母親」がアルツハイマー型認知症と診断される。 

認知症に関して多くの人は「自分が自分でなくなってしまうのでは」という恐れ

をもっている。 

脳科学者として、「母親」という一番親しい人物を、認知症発症から８年間、毎日の生

活の中で観察し、以下のことに気がつく。 

〇その人らしさは変わらないこと、 

〇認知症になっても残る能力があること、 

〇更には強まる能力まであること 

「その人らしさとはなにか」についてお話しいただきました。 
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アルツハイマー病に関わる重要な脳部位 

 

海⾺：現在起こっていることを定着させる 

貯蔵庫：⼤脳⽪質 

扁桃体：感情の中枢 

 

 

 

宣⾔的記憶：海⾺ 

⾮宣⾔的記憶：⼤脳基底核と⼩脳 

 

 

 

 

 

 

 

 

後頭頂⽪質：注意 

 

 

 

アルツハイマー病の中核症状と周辺症状 

   
   

 

海⾺依存 
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アルツハイマー病による⼈格変化 (Alzheimerʼ association のサイトより) 

• Apathy （無気⼒） 

• Loss of interest in activities they previously enjoyed （以前楽しんでい

たことに興味を失う） 

• Insensitivity to others （他者に無関⼼になる） 

• Paranoia （疑⼼暗⻤） 

• Delusional thinking （妄想） 

• Social withdrawal （引きこもりがちになる） 

• Inability to make decisions （意思決定ができなくなる） 

• Lack of initiative （主体性がなくなる） 

 

 

本⽇の講座参考⽂献： 

(1) ⺟との具体的な⽇常のやり取り､発⾒について 

『脳科学者の⺟が､認知症になる：記憶を失うと､その⼈は ”その⼈” でなくなるのか？』 

河出書房新社 恩蔵絢⼦（２０１８） 

(2) 認知症を持つ⼈誰にでも当てはまる症状についての解説 

『なぜ､認知症の⼈は家に帰りたがるのか』 

中央法規 恩蔵絢⼦、永島徹（２０２２） 
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永年活動功労者  表彰者名簿

永年(２０年以上)活動功労者表彰 

２０自治体  ３３名 

 

 

平成１３年度活動開始 ０２自治体 ０６名 

平成１４年度活動開始 ０５自治体 ０６名 

平成１５年度活動開始 １７自治体 ２１名 

令
和
五
年
十
二
月
一
日 
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平成 13年度活動開始 

  2自治体  6 名 

三重県 鈴鹿亀山地区広域連合 坂  直美 

愛媛県 西条市 淺田 篤子 

愛媛県 西条市 越智 サツキ 

愛媛県 西条市 近藤 豊子 

愛媛県 西条市 竹生 弘子 

愛媛県 西条市 山中 明美 

   

   

   

   

   

平成 14年度活動開始 
  5自治体  6 名 

千葉県 白井市 鶴岡 惠美子 

東京都 八王子市 畠山 光子 

三重県 松阪市 三宅  明 

大阪府 河内長野市 藤井 泰子 

大阪府 河内長野市 松本  甫 

兵庫県 伊丹市 門脇 秀子 

   

   

   

   

   

平成 15年度活動開始 

 17自治体 21 名 

埼玉県 戸田市 板井 ルミ 

千葉県 習志野市 西山 洋子 

東京都 中央区 野澤 あや子 

東京都 八王子市 西山 三和子 

神奈川県 秦野市 窪嶋 義文 

新潟県 長岡市 中川 節子 

岐阜県 中津川市 黄地 まゆみ 

岐阜県 羽島市 岩田 洋子 

愛知県 安城市 岩間 益美 

愛知県 安城市 金子 有里子 

滋賀県 近江八幡市 岡田 なみ子 

滋賀県 近江八幡市 上地 よね子 

大阪府 豊中市 武居 祥子 

大阪府 河内長野市 川端 弘孝 

大阪府 河内長野市 藤本 惠美子 

大阪府 阪南市 田中 千余子 

兵庫県 伊丹市 有海 功子 

島根県 出雲市 森田 享子 

福岡県 大牟田市 跡部 理代子 

長崎県 佐世保市 大石 順子 

長崎県 佐世保市 朝田 真澄 
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永年(１５年以上)活動功労者表彰 

２７自治体  ５４名 

 
 

平成１５年度活動開始 ０２自治体 ０２名 

平成１７年度活動開始 ００１自治体 ０１名 

平成１８年度活動開始 １自治体 １名 

平成１９年度活動開始 ９自治体 １２名 

平成２０年度活動開始 １９自治体 ３８名 

 

令
和
五
年
十
二
月
一
日 
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平成 15年度活動開始 
 2自治体 2名 

和歌山県 白浜町 前地 千代美 

愛媛県 松前町 田中 きよ美 

   

   

   

   

   

平成 17年度活動開始 
 1自治体 1名 

神奈川県 横浜市 野村 千代子 

   

   

   

   

   

平成 18年度活動開始 
 1自治体 1名 

茨城県 つくば市 小松崎 忠彰 

   

   

   

   

   

   

平成 19年度活動開始 
 9自治体 12名 

埼玉県 越谷市 関   良江 

東京都 八王子市 鈴木 明美 

神奈川県 横浜市 田巻 まり子 

神奈川県 横浜市 土部 眞知子 

静岡県 藤枝市 横田 美佐子 

滋賀県 大津市 服部 節子 

大阪府 河内長野市 長﨑 島子 

大阪府 泉南市 山本 俊夫 

兵庫県 伊丹市 上西 良子 

福岡県 北九州市 岡田 ヒロ子 

福岡県 北九州市 切田 鈴美 

福岡県 北九州市 坂本 サヨ子 
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平成 20年度活動開始 
 19自治体 38 名 

福島県 いわき市 坂本 修司 

福島県 石川町 大竹 和子 

福島県 石川町 関根 綾子 

埼玉県 さいたま市 島田 壽子 

埼玉県 吉川市 大手 俊之 

東京都 町田市 岡本 安代 

東京都 町田市 小川   子 

東京都 町田市 矢崎  始 

神奈川県 横浜市 岡田 弘子 

神奈川県 横浜市 川井 則子 

神奈川県 横浜市 鈴木 茂子 

神奈川県 横浜市 日永 秀喜 

神奈川県 小田原市 堀内  勇 

福井県 大野市 小池 ひろ子 

福井県 勝山市 皿澤 惠子 

岐阜県 大垣市 臼井 美弥子 

岐阜県 大垣市 田中 祐治 

岐阜県 大垣市 早野 展子 

岐阜県 羽島市 栗本 静子 

静岡県 静岡市 古澤 房代 

静岡県 藤枝市 朝比奈 實 

静岡県 藤枝市 野村 芳枝 

愛知県 岡崎市 金澤 宏美 

滋賀県 大津市 川見 孝子 

大阪府 河南町 山内 美枝子 

福岡県 北九州市 加藤 茂子 

福岡県 北九州市 久保 葉子 

福岡県 北九州市 栗原 百代 

福岡県 北九州市 佐藤 郁子 

福岡県 北九州市 杉田 キミ子 

福岡県 北九州市 西川 澄子 

福岡県 北九州市 福竹 百合枝 

福岡県 北九州市 山下 数代 

福岡県 大牟田市 小川 由美子 

福岡県 大牟田市 古賀 惠美子 

福岡県 大牟田市 山村 直哉 

大分県 大分市 安東 玲子 

大分県 大分市 杉本 哲也 
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永年(１０年以上)活動功労者表彰 

５６自治体  １０４名 

 

    

平成１３年度活動開始 １自治体 １名 

平成１９年度活動開始 １自治体 １名 

平成２１年度活動開始 １自治体 １名 

平成２２年度活動開始 ３自治体 ３名 

平成２３年度活動開始 ８自治体 １０名 

平成２４年度活動開始 ４８自治体 １０４名 

 

令
和
五
年
十
二
月
一
日 
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平成 20年度活動開始 
 3自治体 3名 

静岡県 三島市 相原 道子 

鳥取県 南部箕蚊屋広域連合 亀山 道子 

福岡県 北九州市 原  啓子 

   

   

   

   

   

平成 21年度活動開始 
 1自治体 2名 

長野県 松本市 髙山 義英 

長野県 松本市 林  愛弓 

   

   

   

   

   

平成 22年度活動開始 
 2自治体 2名 

大阪府 河内長野市 岩井 隆子 

和歌山県 白浜町 榎本 眞理子 

   

   

   

平成 23年度活動開始 
 5自治体 8名 

千葉県 八千代市 周郷 光枝 

静岡県 磐田市 倉田 ひろみ 

静岡県 磐田市 齋藤 敏子 

兵庫県 尼崎市 池上 健三 

兵庫県 尼崎市 岡田 真喜子 

島根県 安来市 吉野 明美 

島根県 安来市 若槻 昌子 

広島県 福山市 佐藤 純子 
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平成 24年度活動開始 
 14自治体 17 名 

宮城県 仙台市 山岸 敬一 

福島県 いわき市 内海 将行 

千葉県 市原市 仲村 喜代美 

千葉県 八千代市 吉垣 信義 

神奈川県 川崎市 大谷 矛佳子 

神奈川県 川崎市 松村 文美惠 

神奈川県 二宮町 前島 直美 

長野県 松本市 糸井 信枝 

京都府 綾部市 粟野  環 

大阪府 河内長野市 矢野 邦子 

兵庫県 赤穂市 赤松 功夫 

奈良県 宇陀市 奥垣 悦子 

奈良県 宇陀市 小笹 富士子 

奈良県 宇陀市 松井 政子 

和歌山県 白浜町 場谷 綾子 

香川県 坂出市 小田 朱美 

鹿児島県 屋久島町 溝口 いくよ 

   

   

   

   

   

   

平成 25年度活動開始 
 45自治体 84 名 

福島県 福島市 木戸 幸子 

福島県 福島市 鈴木 勝博 

福島県 白河市 高久 早苗 

福島県 喜多方市 穴澤 愛子 

福島県 喜多方市 五十嵐 君枝 

福島県 喜多方市 鈴木 ケエ子 

茨城県 ひたちなか市 山田 令子 

栃木県 大田原市 佐武 芳子 

栃木県 大田原市 髙瀨 朋子 

栃木県 大田原市 松本 美代子 

埼玉県 越谷市 髙橋 信子 

埼玉県 越谷市 北條 和子 

埼玉県 ふじみ野市 新井 千鶴子 

埼玉県 ふじみ野市 田口 美香 

埼玉県 三芳町 室山 陽子 

千葉県 千葉市 渡邉 せい子 

千葉県 佐倉市 関谷 真知子 

千葉県 八千代市 飯生 高一郎 
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東京都 港区 原田 洋子 

 港区 福島 正純 

 台東区 朝野 春美 

 八王子市 居城 文雄 

 八王子市 入口 洋史 

 八王子市 塩山 陽子 

東京都 八王子市 髙久 仁男 

東京都 八王子市 但馬 克子 

東京都 八王子市 知見 君子 

東京都 八王子市 中川 和夫 

東京都 八王子市 西野 慧子 

東京都 八王子市 西村 徹行 

神奈川県 横浜市 浅野 由紀子 

神奈川県 横浜市 新井 富士江 

神奈川県 横浜市 黒川 清志 

神奈川県 横浜市 古賀 理恵 

神奈川県 横浜市 杉本 真澄 

神奈川県 横浜市 平井  遵 

神奈川県 横浜市 和田 季世子 

神奈川県 南足柄市 露木 君江 

新潟県 長岡市 太刀川 美津子 

富山県 富山市 石原 朝子 

富山県 新川地域介護保険･
ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ事業組合 

島端 惠津子 

福井県 大野市 山田 ゑみ子 

長野県 岡谷市 笠原 和代 

長野県 諏訪市 安部 修二 

岐阜県 関市 美濃羽 益美 

岐阜県 中津川市 西田 日登美 

岐阜県 安八郡広域連合 野々垣 静子 

静岡県 静岡市 太田 伃至子 

静岡県 静岡市 久保田  栄 

静岡県 静岡市 三枝 千津子 

静岡県 静岡市 竹村 民子 

静岡県 静岡市 南谷 美江 

静岡県 静岡市 村下 美喜子 

静岡県 藤枝市 栗原 義明 

静岡県 藤枝市 杉山 治子 

愛知県 岡崎市 加藤 寛子 

愛知県 豊田市 岩附 里香 

愛知県 豊田市 横井 貴子 

愛知県 安城市 石川 知子 

愛知県 高浜市 石川 あい子 

三重県 伊勢市 東村  篤 

三重県 名張市 木村 ユミ子 

三重県 名張市 中  明子 

京都府 綾部市 久田 名美惠 

京都府 宇治市 浅原 なほみ 
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大阪府 豊中市 大西 眞理子 

大阪府 豊中市 平岡 和子 

大阪府 吹田市 奥田 千佐江 

大阪府 吹田市 飛計路 富久美 

大阪府 吹田市 平郡 公代 

大阪府 吹田市 松田 輝代 

大阪府 河内長野市 濱田 光國 

大阪府 河内長野市 細川 幸子 

大阪府 交野市 西崎 二三江 

兵庫県 伊丹市 渡邉 よしみ 

香川県 坂出市 濱田 佐知子 

愛媛県 大洲市 久保田 美喜子 

愛媛県 大洲市 櫻田 欣子 

愛媛県 伊予市 冨田 一子 

愛媛県 四国中央市 大元 文子 

愛媛県 四国中央市 熊本 聖子 

愛媛県 四国中央市 兎川 允惠 

福岡県 大牟田市 藤田 美貴 

福岡県 大牟田市 水江 桂子 

   

   

   

   

   

 



４．都道府県･市町村 事業担当者研修 
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2023年度 都道府県介護サービス相談員養成研修等事業担当者研修 

2023年度 市町村介護サービス相談員派遣等事業事務局担当者研修 
 

（1）研修目的 

介護サービス相談員養成研修事業、介護サービス相談員派遣等事業について今後

の方向性等に関する最新の情報提供を行い、都道府県、市町村における円滑な取り

組みを支援する。 

（2）対象 

➀ 都道府県の介護サービス相談員養成研修等事業担当者 

➁ 介護サービス相談員派遣等事業を実施または実施予定の市町村の事務局担当者等 

（3）実施内容 

プログラムのとおり 

（4）開催日時 

令和 5 年 9 月 1 日（金）13：00～17：00 

（5）会場 

アルカディア市ヶ谷（私学会館） 6階「霧島」  

（6）受講状況 

・参加自治体数 ： 71（都道府県 3、市町村事務局 68） 

・受 講 者 数 ： 80（都道府県 4 人、市町村事務局 76 人） 

講義時間 内容 講師（敬称略） 

12:40～13：00 (受付)  

13:00～13:05 オリエンテーション 介護サービス相談･地域づくり連絡会 

13:05～13:45 ●介護サービス相談員派遣等事業について 

 

厚生労働省 老健局 高齢者支援課 

虐待防止対策係長   鈴木 達也 

13:45～13:50 休憩  

13:50～14:30 ●2022 年度 事業報告 

・実態調査、研修・報告会 等 

●2023 年度 事業予定 

NPO 法人 地域共生政策自治体連携機構 

事務局長   石井 信芳 

 

14:30～14:40 休憩  

14:40～15:40 ●介護サービス相談員派遣等事業再開に向けて 

   

兵庫県宝塚市 

事務局担当者    川内 大将 

東京都港区社会福祉協議会 

事務局担当者   種山 宗嘉 

15:40～15:50 休憩  

15:50～17:00 ●高齢者施設等への訪問活動再開に向けて 

  ～事務局担当者として備えるべき視点 

有限会社たむらソーシャルネット 

代表    田村 満子 

17:00 閉会  
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事務局担当者研修の受講状況 

№ 都道府県 市町村 都道府県 市町村 № 都道府県 市町村 都道府県 市町村

1 秋田県 横手市 1 39 神奈川県 川崎市 1

2 福島県 田村市 1 40 神奈川県 相模原市 2

3 茨城県 水戸市 2 41 神奈川県 秦野市 1

4 茨城県 日立市社会福祉協議会 1 42 神奈川県 南足柄市 1

5 茨城県 土浦市社会福祉協議会 1 43 新潟県 長岡市 1

6 茨城県 東海村 1 44 富山県 富山県 2

7 群馬県 安中市 1 45 富山県 中新川広域行政事務組合 1

8 埼玉県 さいたま市 2 46 石川県 小松市 1

9 埼玉県 川越市 1 47 山梨県 笛吹市 1

10 埼玉県 川口市 1 48 長野県 小諸市 1

11 埼玉県 春日部市 1 49 長野県 富士見町 1

12 埼玉県 蕨市 1 50 岐阜県 もとす広域連合 1

13 埼玉県 入間市 3 51 静岡県 静岡市 1

14 埼玉県 志木市 2 52 静岡県 富士市 1

15 埼玉県 八潮市 1 53 静岡県 磐田市 1

16 埼玉県 幸手市 1 54 静岡県 藤枝市 1

17 埼玉県 吉川市 1 55 静岡県 吉田町 1

18 埼玉県 ふじみ野市 1 56 愛知県 刈谷市 1

19 埼玉県 三芳町 1 57 愛知県 安城市 1

20 埼玉県 杉戸町 1 58 愛知県 小牧市 1

21 千葉県 千葉市 1 59 愛知県 東郷町 1

22 千葉県 市川市 1 60 三重県 鈴鹿亀山地区広域連合 1

23 千葉県 船橋市 1 61 滋賀県 滋賀県 1

24 千葉県 松戸市 1 62 京都府 綾部市 1

25 千葉県 成田市 1 63 大阪府 泉南市 1

26 千葉県 佐倉市 1 64 兵庫県 宝塚市 1

27 千葉県 旭市 1 65 鳥取県 南部箕蚊屋広域連合 1

28 千葉県 習志野市 1 66 島根県 島根県 1

29 千葉県 市原市 1 67 広島県 福山市 1

30 千葉県 流山市 1 68 徳島県 小松島市 1

31 千葉県 四街道市 1 69 福岡県 久留米市 1

32 千葉県 袖ケ浦市 1 70 長崎県 佐世保市 1

33 千葉県 白井市 1 71 鹿児島県 さつま町 1

34 東京都 港区 1

東京都 港区社会福祉協議会 1

35 東京都 台東区 1

36 東京都 豊島区 1

37 東京都 葛飾区 1

38 東京都 八王子市 2

市町村事務局担当者　　　　　 76名

都道府県養成研修事業担当者　　4名
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介護サービス相談員派遣等事業について  

厚生労働省 老健局 高齢者支援課 虐待防止対策係長 

鈴木 達也 氏 
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介護サービス相談員派遣等事業再開に向けて 1 

兵庫県宝塚市 事務局担当者 

川内 大将 氏 
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介護サービス相談員派遣等事業再開に向けて ２ 

東京都港区社会福祉協議会 事務局担当者 

種山 宗嘉 氏 
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高齢者施設等への訪問活動再開に向けて 
  ～事務局担当者として備えるべき視点～ 

有限会社 たむらソーシャルネット 代表 

田村 満子 氏 
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５．都道府県･市町村･介護サービス相談員

に対する取組促進支援 
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 支援ツール企画・開発  

事業周知を図るため、令和 5年度 実態調査にて 

事業実施と回答のあった 285市町村事務局へ 50枚ずつ郵送。 

 

 

   

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和5年度 老人保健事業推進費等補助金（老人保健健康増進等事業分） 

介護サービス相談員活動の在り方 及び 新たな活動手法 

に関する調査研究事業 報告書 

令和 6（2024）年 3月 

特定非営利活動法人 地域共生政策自治体連携機構 
介護サービス相談・地域づくり連絡会 

〒162-0843 東京都新宿区市谷田町 2‐7‐15 市ヶ谷クロスプレイス 4階  

TEL：03‐3266‐9340、FAX：03‐3266‐0233 

e-Mail： sodanin@net.email.ne.jp 

URL： https://kaigosodan.com 
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